
別紙２．５．１　エネルギー分野における重要な研究開発課題の進捗状況

　　本表は、各府省から提出された施策の進捗状況に関する調査結果（各府省の自己評価や当該施策に関する外部委員会等の評価結果による）を整理したものである。

概要
研究開発目標（○：計画期間中の研究開発目標、◇：最終的な

研究開発目標）

３年間の
予算
（億円）

研究開発目標
の達成状況

目標達成のための課題

○２００７年度までに、高い経済性・安全性等を備え、世界市場に
も通用する次世代炉技術を選定し、開発のための中長期的研究
開発戦略を策定する。【経済産業省】

1.0 ■■■■■ -

○２０１０年度までに、全炉心ＭＯＸ燃料原子炉施設の設計、解
析、設備の開発等を行い、実機ベースでの特性確認試験を開始
する。【経済産業省】

100.1 ■■■ 実規摸での全炉心混合酸化物燃料原子炉施設の技術を確立す
るために必要な所要の開発及び試験を実施する。

◇２０１１年度までに既存の軽水炉に比べ約３倍のプルトニウムを
装荷することができる、全炉心ＭＯＸ燃料軽水炉技術を確立する。
【経済産業省】

100.1 ■■■ 実規摸での全炉心混合酸化物燃料原子炉施設の技術を確立す
るために必要な所要の開発及び試験を実施する。

◇２０３０年前後から始まる国内既設原子力発電所の大規模な代
替需要を見据え、高い安全性・経済性等を備えた次世代型軽水
炉技術を確立する。【経済産業省】

12.5 ■■■

　次世代軽水炉に必要な要素技術開発及びプラント概念の成立
性について見通しを得るための概念設計検討を推進し、平成２２
年度上期までにそれまでの開発成果及び進捗状況等を多面的
かつ総合的に評価して、同年度以降の開発計画への反映・見直
しを判断する。

○２００８年までに、高速増殖原型炉「もんじゅ」の運転を再開す
る。【文部科学省、経済産業省】

591.7 ■
新たに発生した屋外排気ダクトの補修工事を完了するとともに、
中断しているプラント確認試験（残り8項目）を早期に完了するこ
と。

中長期的なエネルギーの安
定供給のため、次世代軽水
炉技術開発や軽水炉による
全炉心ＭＯＸ利用技術開発
等を行う。

　　　○「３年間の予算」
　　　　　研究開発目標に対応する各府省の施策の平成１８年度から平成２０年度までの予算額を合計したものである。複数の研究開発目標に関連する施策の予算額については、重複して計上している。

　　　〇「研究開発目標の達成状況」
　　　　　研究開発目標に対する２００８年度末時点での達成水準を以下の５段階で表している。
　　　　　■■■■■：すでに計画期間中（2010年度末まで）の研究開発目標を達成した。
　　　　　■■■■：当初計画以上に進捗しており、計画期間中の研究開発目標達成まであと一歩のところ。
  　　　　■■■：当初計画どおり、順調に進捗している。
　　　　　■■：当初計画と比べて、若干の遅れが生じている。
　　　　　■：当初計画に比べて、かなりの遅れが生じている。（研究開発目標の達成が危ぶまれる状況）

重要な研究開発課題

次世代軽水炉・軽水
炉高度利用技術
③ー5

3
7
4



○２０１０年までに、高速増殖炉サイクル実用施設（炉･サイクル）
に採用する革新技術をまとめ、プラント全体の概念設計を構築す
る。また、経済性の高いＭＯＸ燃料製造技術の小規模実証を行う
とともに、燃料の高燃焼度化（１５万MWd/ｔ）の実証及び燃料サイ
クル技術の工学的な実証を行う。【文部科学省、経済産業省】

569.2 ■■■

【文部科学省】
・引き続き産学官の連携を図り、個々の責務を果たしていくことに
加え、2010年に革新技術の採用可否判断の評価を、2015年に革
新技術の成立性見通しを評価し実用施設及び実証施設の概念
設計を提示すべく、適切に計画に従い研究開発を継続すること。
・一部試験の代替手段の必要性も含め対応を検討中であり、これ
を踏まえた対応を早期に行うこと
・MOX燃料製造技術開発を着実に継続すること。また、民間MOX
加工事業者への技術協力を進めること。
【経済産業省】
実証炉の出力規模等の暫定や革新技術の採否判断等を行う２０
１０年度頃までに、実証炉の概念設計へ反映することが可能とな
る技術的根拠を得るため、本事業の着実な実施を通じて所要の
試験データを取得する。

◇２０１５年頃までに、もんじゅについて発電プラントとしての信頼
性の実証、ナトリウム取扱技術の確立等の所期の目的を達成す
ることにより、高速増殖炉システム設計技術を実証する。また、将
来の軽水炉と比肩する安全性、経済性を有するとともに、資源有
効利用、環境負荷低減、高い核不拡散性等を有する高速増殖炉
サイクルの適切な実用化像と、実用化に至るまでの研究開発計
画を提示する。【文部科学省、経済産業省】

1160.8 ■■■

【文部科学省】
・新たに発生した屋外排気ダクトの補修工事を完了するとともに、
中断しているプラント確認試験（残り8項目）を早期に完了するこ
と。
・引き続き産学官の連携を図り、個々の責務を果たしていくことに
加え、2010年に革新技術の採用可否判断の評価を、2015年に革
新技術の成立性見通しを評価し実用施設及び実証施設の概念
設計を提示すべく、適切に計画に従い研究開発を継続すること。
・一部試験の代替手段の必要性も含め対応を検討中であり、これ
を踏まえた対応を早期に行うこと
・MOX燃料製造技術開発を着実に継続すること。また、民間MOX
加工事業者への技術協力を進めること。
【経済産業省】
実証炉の出力規模等の暫定や革新技術の採否判断等を行う２０
１０年度頃までに、実証炉の概念設計へ反映することが可能とな
る技術的根拠を得るため、本事業の着実な実施を通じて所要の
試験データを取得する。

○２００７年度までに、２０１２年操業開始予定の我が国初の軽水
炉用MOX燃料加工工場の運転開始と安定操業のため、粉末混合
確証試験の実施により、同工場に必要な技術を確証し、運転条件
を確立する。【経済産業省】

3.4 ■■■■■ 一連の試験を通じて得られた知見は、六ヶ所MOX燃料加工工場
の運転条件に反映していく。

○２００９年度までに、最終仕様の遠心分離機を多数台用いたカ
スケード試験の実施により商用プラントとしての信頼性を確立し、
運転要領の策定を行い、国際的に比肩し得る経済性と性能を有
する新型遠心分離機を開発する。【経済産業省】

49.2 ■■■
運転特性の把握等のため、カスケード試験を継続するとともに、
更なる性能向上やコストダウン等のための技術開発及び性能確
認試験を行う。

◇２０１５年度頃までに、再処理により回収される回収ウランの濃
縮が可能な商用遠心分離機の設計を確定する。【経済産業省】

1.0 ■■
六ヶ所再処理工場の本格操業にあたり、回収ウラン利用への機
動的な対応可能性を確保しておくため、回収ウラン利用技術開発
を継続し、成果を確認する。

◇２０１５年頃までに、湿式再処理技術（次世代再処理技術）を念
頭に、湿式再処理と調和可能な回収ウランの転換前高除染プロ
セスの確立を目指した基礎研究を行い、プロセスの選定を行う。
【経済産業省】

9.1 ■■■
　2010年頃から開始される第二再処理工場に関する国レベルの
検討に間に合うよう、除染プロセス候補技術の検証等に必要な
試験を継続する。

高速増殖炉（ＦＢＲ）サ
イクル技術
③ー5

ウラン濃縮・新燃料技
術
③ー5

長期的なエネルギー安定供
給や放射性廃棄物の潜在
的有害度の低減に貢献でき
る可能性を有する高速増殖
炉（ＦＢＲ）サイクル技術の
実用化に向けた研究開発を
実施する。

核燃料サイクルの確立を目
指し、軽水炉への燃料供給
に係るウラン濃縮技術をは
じめとした技術開発を進め
る。また、世界的にも研究開
発が進む次世代の再処理
技術を念頭に、これと統合
的に調和可能な燃料供給に
係る技術の開発を行う。
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◇２０１２年頃までに、劣化ウランの取扱・管理の容易さや貯蔵効
率を向上させるための劣化ウラン酸化固形化（再転換を含む）技
術の研究開発を行い、同技術に係る基礎プロセスを確立する。
【経済産業省】

1.0 ■■
六ヶ所再処理工場の本格操業にあたり、回収ウラン利用への機
動的な対応可能性を確保しておくため、回収ウラン利用技術開発
を継続し、成果を確認する。

○２０１０年までに高燃焼度の使用済燃料の再処理試験を開始す
るための技術を確立する。【文部科学省、経済産業省】

253.3 ■■
高燃焼度燃料再処理試験を実施するための許認可の手続きは、
現在進めている東海再処理施設の耐震性向上対策に係る許認
可の完了後実施。

○２０１０年までに耐用年数の長い次世代ガラス溶融炉の開発に
資する技術的知見を蓄積する。【文部科学省、経済産業省】

253.3
■■■

東海再処理施設の耐震性向上対策のために、改良型溶融炉の
開発運転の確保時間が小さくなったことから、運転再開後に効率
的なデータ採取を行うこと、あるいは保守データを充実させる必
要がある。

◇２０１５年頃までに、民間再処理工場の安全・安定操業に資する
ため、高燃焼度使用済燃料等の再処理試験により培った技術的
知見を蓄積する。【文部科学省、経済産業省】

253.3 ■■■
民間再処理工場の安全・安定運転に資するための効果的な再処
理試験とするために、六ヶ所再処理工場の技術的ニーズを踏ま
えた試験計画としていくこと。

◇２０３０年頃までに、民間ガラス固化施設の安全・安定操業に資
するため、ガラス固化技術についての技術的知見及び運転保守
技術を開発する。【文部科学省、経済産業省】

253.3 ■■■

【文部科学省】
ガラス固化技術は長期にわたって改良・改善を図っていく必要が
あり、民間事業者のニーズの的確な把握とタイムリーな成果の技
術移転が今後とも必要。
【経済産業省】
より多くの白金族元素を含む高レベル廃液を溶融可能なガラス
及び溶融炉の開発等によって、より高品質のガラス固化体を製
造可能なガラス固化技術を開発する。

○２０１０年までに、幌延、瑞浪の２つの深地層研究施設において
中間深度までの調査研究を行い、地層処分技術・安全評価に関
する研究成果とあわせて、処分事業や安全規制を支える知識基
盤として体系化する。【文部科学省、経済産業省】

266.6 ■■■

幌延，瑞浪の深地層研究施設計画について効率的な資源投入を
図り、中間深度までの調査研究を実施すること。主要なユーザー
と想定される実施主体や安全規制のニーズを的確に把握し知識
管理システムのプロトタイプを構築すること。

○２０１０年度までに、地上からの地質調査技術について概要調
査等に向けた実用化技術を提示するとともに、人工バリアの製
作・施工等の品質や性能を含む工学技術について要素技術の基
本的な体系と技術的な成立性を提示する。【経済産業省】

102.4 ■■■ ２０１０年度頃までに、地層処分事業に向けた実用化技術の提示
等のため、要素技術の開発と体系化を図る。

◇２００８年～２０１２年（平成２０年代前半）を目処とする精密調査
地区選定から２０３３年～２０３７年（平成４０年代後半）頃までにを
目処とする高レベル放射性廃棄物の最終処分開始に至る処分事
業や安全規制に必要な基盤となる技術を整備する。【文部科学
省、経済産業省】

266.6 ■■■

幌延，瑞浪の深地層研究施設計画について効率的な資源投入を
図り、中間深度までの調査研究を実施すること。主要なユーザー
と想定される実施主体や安全規制のニーズを的確に把握し知識
管理システムのプロトタイプを構築すること。

○２０１０年までに、合理的な廃止措置を行うための廃止措置統
合エンジニアリングシステムを開発する。【文部科学省】

353.9 ■■■

廃止措置エンジニアリングシステム運用試験の一環として、製錬
転換等を対象にプロジェクト管理データの評価及びシステムの性
能評価を行い、システム運用の見通しを得る。また、廃止措置に
関する施設情報データ及び廃止措置実績データの収集整理を継
続する。

使用済燃料再処理技
術（軽水炉関係）
③ー5

高レベル放射性廃棄
物等の地層処分技術
③ー5

高燃焼度使用済燃料等か
らプルトニウムやウランを回
収するとともに、核分裂生成
物やTRU（超ウラン元素）を
分離し、高レベル放射性廃
棄物の効率的な処分を可能
とする経済性、環境適合
性、核不拡散性に優れた再
処理技術を開発する。ま
た、六ヶ所再処理施設の安
全性、信頼性、経済性の向
上に資するため運転及び保
守技術の開発、高放射性廃
液をガラス固化するための
運転及び保守技術の開発
を実施するとともに、ガラス
溶融炉の改良等の技術開
発を行う。

使用済燃料を再処理する過
程で生じる高レベル放射性
廃棄物等の地層処分に資
する深地層の科学的研究、
地層処分技術の信頼性向
上や安全評価手法の高度
化等に関する研究開発等を
推進する。
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○２０１０年までに、廃棄体の放射能測定評価技術、廃棄体化処
理技術、除染技術を開発し、放射性廃棄物処分場の設計・安全評
価に関するデータの取得等を確立する。【文部科学省】

353.9 ■■■

放射性廃棄物処分場の設計・安全評価に関するデータ取得等を
確立するために以下の技術について開発を継続実施する。放射
能測定評価技術については、焼却灰等の未検討試料について、
分解・前処理法及び化学分離条件を検討し、簡易・迅速分析法
の適用を図る。廃棄体化処理技術の開発については、硝酸塩廃
液の脱硝処理のための硝酸分解試験を継続するとともに、高性
能触媒を開発する。また、焼却灰等を対象とし、セメント材料や水
セメント比等の固化条件をパラメータとした固化試験を実施する。
除染技術については、放射性廃棄物からプルトニウムを取り除く
超臨界二酸化炭素除染技術の開発を継続する。

○２０１０年度まで、２０１６年度中のＩＴＥＲ完成・運転開始を目指し
て国際的に合意されたスケジュールに基づき、我が国が分担する
装置・機器を着実に開発及び製造製作する。【文部科学省】

87.8 ■■■
ITER機器の製作の着実な推進のため、ITER機構と国内機関（日
本原子力研究開発機構）、産業界や学術界との連携を深める。
また、ITER機構に積極的に人材を派遣する。

○２０１０年度まで、ＩＴＥＲと並行して２００６年度から補完的に実
施するプロジェクト（幅広いアプローチ）について、日欧間の合意
に基づき施設整備を進め、順次研究開発を実施することにより、Ｉ
ＴＥＲの効率的・効果的開発に寄与するとともに、原型炉設計を進
展させる。【文部科学省】

83.0 ■■■
幅広いアプローチ活動の着実な推進のため、欧州実施機関
（F4E)と日本側実施機関（日本原子力研究開発機構）、産業界や
学術界との連携を深める。

◇２０３６年度頃までのＩＴＥＲの建設・運転等を通じ、燃焼プラズマ
を実証するとともに、原型炉建設に必要な炉心プラズマ技術（燃
焼プラズマの制御、高出力密度定常運転等）、核融合工学技術
（ブランケット開発、構造材料開発等）の基盤を構築する。【文部科
学省】

170.8 ■■■

今後のITERの建設・運転等を通じて原型炉建設に必要な技術を
蓄積するために、ITER機構と国内機関（日本原子力研究開発機
構）、産業界や学術界との連携を深めるとともに、運転までを見
通し、ITER計画における準ホスト国としての主導的・優位的立場
を引き続き確保する。

○２００７年までに、核燃料サイクル施設へ適用する統合保障措
置適用の効率化・合理化のための技術、保障措置強化・効率化
のための計量管理技術や極微量核物質同位体比測定法を確立
する。【文部科学省】

12.6 ■■■■■

2008年以降も、統合保障措置適用の効率化・合理化のための技
術、保障措置強化・効率化のための計量管理技術の更なる向上
と、極微量核物質同位体測定法についてはUに引き続きPu/MOX
の同位体比測定法の開発を進める。

◇２０１５年頃までに、再処理の経済性の飛躍的向上を目指す技
術や、長寿命核種の短寿命化等による放射性廃棄物処理処分の
負担を大幅に軽減させるための核不拡散抵抗性を有する分離変
換技術について、研究開発の技術的可能性を検証する。【文部科
学省】

4.1 ■■■

分離技術では、分離用抽出剤および吸着剤等の特性データの整
備が必要である。核変換に関する基盤技術であるMA熱中性子
捕獲断面積データおよび積分的実験データの取得が必要である
ため、これらのデータベース整備を進める。

◇原子力基礎・基盤研究については、我が国が原子力エネル
ギーの利用を開始した当初から、原子力の研究、開発及び利用
の維持・向上を図る技術を開発してきており、今後とも研究開発目
標を高めつつ（材料の耐久性向上、核データの整備範囲の拡大
等）、技術開発を行う。【文部科学省】

32.0 ■■■

MA及びLLFP核種について熱中性子エネルギー領域および新た
なエネルギー領域でのデータが必要となるため、J-PARCを用い
た核データ測定用ビームラインを用いた、データ取得を行い、
データベースを整備する。材料研究では、原子力用材料開発を
進めるため、再処理用耐硝酸性超高純度合金の開発技術、照射
効果の研究およびシミュレーション技術を用いた研究開発を進め
る。アクチノイド研究のための国内ネットワーク整備により、MA入
り燃料や乾式再処理を想定した溶融塩の物性値データ取得を勧
める。

◇核工学、炉工学、材料工学、原子力シミュレーション工学等の
共通基盤研究を進め知見を蓄積することにより、原子力材料の照
射誘起応力割れ（ＩＡＳＣＣ）機構の解明、核データライブラリーＪＥ
ＮＤＬ－４の完成、原子炉圧力容器等の構造信頼性評価手法の確
立等を行う。【文部科学省】

32.0 ■■■

JENDL-4の完成、核熱設計コードの整備、再処理プロセスおよび
粒界挙動シミュレーションコード開発等のため基礎・基盤技術の
高度化が必要であるため、原子核物理応用、シミュレーション技
術の高度化等、要素技術の研究開発を着実に進める。

原子力施設の廃止措置及
び低レベル放射性廃棄物の
処理処分を安全かつ効率
的に行うために必要な技術
開発を行う。

核融合エネルギー技
術
②ー5

原子力基礎・基盤、核
不拡散技術研究開発
③ー5

核融合エネルギーの科学
的・技術的な実現可能性を
実証するため、ＩＴＥＲ（国際
熱核融合実験炉）の建設・
運転やこれに連携した幅広
いアプローチ等を通じ、超高
温環境の克服等に必要な
炉心プラズマ生成・制御技
術及び炉工学技術開発を
行う。

原子力施設の設計やその
基礎となる核特性の研究、
原子力材料や核燃料の研
究、分離変換技術の研究開
発など、原子力の基礎・基
盤技術の研究開発を推進
する。また、核不拡散政策
研究及び核不拡散技術開
発を推進する。

原子力施設の廃止措
置技術・放射性廃棄
物処理処分技術
③ー5
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○２０１０年までに高温工学試験研究炉（HTTR)を用いて高温ガス
炉の固有安全性の実証、実用化に必要なデータの蓄積を行う。ま
た、高温ガス炉の利用形態の一候補として、熱化学ＩＳプロセスに
よる３０㎥/h規模の水素製造技術を確証する。【文部科学省】

41.6 ■■■

高温ガス炉については、HTTRの950℃運転による実用化データ
の取得、安全性実証試験による固有安全性の実証、また、水素
製造技術については、硫酸輸送技術の確証が課題である。これ
らの課題解決に向けて着実に研究開発を進める。

○２０１０年までに、資源有効利用性やエネルギー効率に優れた
革新的軽水炉、超臨界圧軽水冷却炉等革新的な原子力システム
に関する、燃料集合体の開発、炉心解析等の枢要要素技術を蓄
積する。【文部科学省、経済産業省】

8.8 ■■■

【文部科学省】
設計手法等の高度化による設計・解析精度の向上と、それに必
要な実験データ情報等の蓄積
【経済産業省】
平成２０年度からは、基盤技術分野における大学での人材育成
や我が国の原子力利用技術の国際展開の拡大を図ることを主目
的とした国際協力等を通じた技術開発に重点化。今後は、ＧＩＦ等
の国際協力による研究開発計画の具体化や我が国の高度な原
子力技術に寄せられる国際的な期待を考慮して、国際協力技術
枠に対して更に拡充を図る。

◇２０１５年頃を目途に、高温ガス炉及び熱化学ＩＳプロセスによる
水素製造技術の実用化像を提示する。【文部科学省】

41.6 ■■■

実用化像の提示のためには、HTTRの長期運転等による実用化
に必要なデータの蓄積、水素製造技術の信頼性確証並びに水素
製造効率の向上、HTTRとISプロセスの接続による高温ガス炉シ
ステムの実証が課題である。この課題解決に向けて着実に研究
開発を進めるとともに、国内外の研究機関、産業界との連携を密
にすることにより、研究開発の効率化を図る。

◇２０１５年頃を目途に、革新的な原子力システムの技術的実現
性などの観点から重要と判断される技術成果を蓄積する。【文部
科学省、経済産業省】

182.0 ■■■

【文部科学省】
革新的原子力システムの実現に資するため、大学、研究機関、
民間企業の様々なアイデアの中から実効性のある優れた提案を
見出すため、引き続き、競争的資金制度を活用し研究開発を実
施する。
限られた予算を有効活用し、必要な研究開発を実施するため、運
用結果、社会的要請等を踏まえて、公募分野や対象を適切に見
直しながら効果的・効率的に事業を展開する
【経済産業省】
平成２０年度からは、基盤技術分野における大学での人材育成
や我が国の原子力利用技術の国際展開の拡大を図ることを主目
的とした国際協力等を通じた技術開発に重点化。今後は、ＧＩＦ等
の国際協力による研究開発計画の具体化や我が国の高度な原
子力技術に寄せられる国際的な期待を考慮して、国際協力技術
枠に対して更に拡充を図る。

高温ガス炉などの革
新的原子力システム
技術
③ー5

核燃料資源の有効利用や
原子力エネルギーの多様な
利用等の原子力利用に係る
課題克服を図るため、高温
ガス炉、超臨界圧軽水冷却
炉等の革新的なエネルギー
システムの研究開発を行
う。
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原子力安全研究
③ー5

高経年化対策をはじめとす
る原子力施設の安全評価
技術の高度化や、放射性廃
棄物の処理処分に当たって
の安全評価に係る研究な
ど、原子力施設の安全確保
に関する研究開発を推進す
る。

◇高経年化対策をはじめとして、原子力安全委員会が定める「原
子力の重点安全研究計画」等に沿って安全研究を実施し、効果的
な安全規制の実施及び安全基準や指針の整備等に貢献する。
【文部科学省、経済産業省】

89.4 ■■■

【文部科学省】
引き続き、原子力安全委員会の定める「原子力の重点安全研究
計画」等に沿って、関係機関間で連携を図りつつ、安全研究を着
実に実施し、指針や基準の整備に貢献するなど、安全規制に対
する技術的支援を行なうとともに、国が行なう事故・故障の原因
究明等を支援する
「原子力の重点安全研究計画」の中間評価の結果、原子炉施設
及び核燃料サイクル施設関連の安全研究の今後の方針に対し
大きな見直しは指摘されなかったが、廃棄物処理処分分野では
高βγ廃棄物について余裕深度処分の安全審査指針の策定へ
の対応が指摘された。このため、高βγ廃棄物である炉心構造
物廃棄物の余裕深度処分について，具体的な廃棄物特性及び
処分場設計を想定した安全評価を実施するなどこれに対応す
る。
【経済産業省】
これまでの研究成果をふまえ、各課題ごとに各種規定等（国の規
定、学会規定等）への反映項目を検討及び整理し、課題の抽出
を行う。また、検査・補修技術については、実機適用に当たっての
具体的な課題と対策案を検討する。得られた知見が産学官で有
効活用されるよう、技術情報基盤を整備する。

○２０１０年度までに、太陽光発電及び太陽熱利用の高効率化、
低コスト化のための技術開発、実証を行い、太陽光発電及び太陽
熱利用の経済性を向上させる。（発電コスト２０１０年度約２３円／
ｋＷｈ）【経済産業省】

143億円
の内数 ■■■

高効率・低コストを実現するためには、材料の使用量が少ない薄
膜太陽電池において、高い安定化効率を実現する必要がある。
タンデムセルなど、複数のセルをスタックする必要があり、それぞ
れの要素技術開発は順調に進んでいる。

◇２０３０年度までに、太陽光発電及び太陽熱利用の高効率化、
低コスト化のための技術開発、実証を行い、太陽光発電及び太陽
熱利用の経済性を大幅に向上させる。（発電コスト約７円／ｋＷｈ）
【経済産業省】

143億円
の内数 ■■■

中長期目標に対しては、施策はおおむね順調に進捗。大幅な発
電コスト低減を掲げた長期目標を実現するために、２００８年度よ
り、新たに革新技術開発のための施策を開始した。今後新材料
や新構造を有する太陽電池の開発を加速するためには、研究課
題やテーマの整理が必要。

○２０１０年度までに、嫌気性発酵時の下水汚泥分解率を６５％に
向上させ、下水汚泥炭化燃料の発熱量を３０％向上させ、効率的
な下水汚泥エネルギー化技術を開発する。【国土交通省】

0.5 ■■■■

嫌気性発酵の分解率向上については、引き続き現象解明のため
に実験を行うとともに、分解率向上のための調査を行う。
下水汚泥炭化燃料の発熱量向上については、従来の汚泥焼却
手法と比較した際、燃料使用量が著しく、更なる低減が課題であ
る。

○２０１０年度までに、バイオマス利用の経済性を向上させ、導入
目標（廃棄物＋バイオマス発電５８６万ｋｌ、廃棄物熱利用１８６万ｋ
ｌ、バイオマス熱利用３０８万ｋｌ）を達成するために、バイオマスエネ
ルギー利用の高効率転換、低コスト化のための技術の開発と実
証を行う。【経済産業省、環境省】

89.6 ■■■

【経済産業省】
・プラントコスト低減
【環境省】
・大規模化、低コスト化のための製造方法及び品質管理方法を
確立し、商用規模での技術開発、実証を行う。
・バイオエタノールの安定供給、及び販売市場を確保し、E10実証
事業実施のための給油施設を構築する。
・地域の特性に応じた収集しやすい原料を活用し、地域モデル事
業の他地域への展開やモデル事業で確立された生産技術の転
用等によるシステム改善を行う。

◇２０３０年度の導入目標達成のために、バイオマスエネルギー
利用の経済性を大幅に向上させるバイオマス利用の高効率転
換、低コスト化のための技術の開発と実証を行う。【経済産業省】

47.8 ■■■ ・触媒寿命
・プラントコスト低減

太陽光発電及び太陽熱利
用の更なる高効率化、低コ
スト化等を目指す技術開
発、実証試験等を実施す
る。

バイオマス資源や汚泥等の
廃棄物をさらに高効率、低
コストでエネルギー転換す
るための技術開発、実証試
験等を実施する。

注）本課題に関しては、エネ
ルギー利用、資源循環利
用、廃棄物の最小化という
複合的な観点に立ち、環境
分野推進戦略の「バイオマ
ス利活用研究領域」及び「３
Ｒ技術研究領域」において
詳述しており、参照。

太陽エネルギー利用
技術
③ー3

バイオマス・廃棄物エ
ネルギー利用技術
③ー3
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○２０１０年度までに、風力発電、系統安定化技術等の高性能化、
低コスト化や未利用エネルギーの有効利用のための技術開発、
実証を行い、経済性の向上を図る（風力発電１３４万原油換算ｋｌ、
未利用エネルギー５．０万原油換算ｋｌ）。【経済産業省】

77億円
の内数 ■■■

日本の地形、風況や自然条件等に合致した風車の開発。プラント
コストの低減。洋上風力発電に関する施工技術、環境音響評価
手法等の調査研究および実証研究

◇２０３０年度までに、風力発電、系統安定化技術、蓄電池技術等
の高性能化、低コスト化や未利用エネルギーの有効利用のため
の技術開発、実証を行い、経済性を大幅に向上する。また、未利
用エネルギーを含むその他の再生可能エネルギーの実用化を実
現する。【経済産業省】

77億円
の内数 ■■■ プラントコストの低減

【経済産業省】
＜燃料電池システム等実証研究＞
耐久性向上、低コスト化のような燃料電池自動車の実用化及び
水素インフラの実用化に向け、フリート走行、水素消費量などの
走行データ、７０MPa充填時の温度、圧力等の車載水素タンク充
填データ、充填時間／充填回数／水素充填量などの運転デー
タ、信頼性／耐久性に係るデータなどの実証データ項目を取得
し、最適な充填圧力／充填方法、７０MPa水素貯蔵タンク搭載燃
料電池自動車の安全性、水素インフラの安全性などの課題抽出
及び取得データの評価分析を行う。
＜固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術開発＞
これまで実施した固体高分子形燃料電池の劣化メカニズム解明
などの基礎研究の成果を踏まえ、固体高分子形燃料電池の更な
る耐久性向上、低コスト化、高効率化を実現するため、劣化メカ
ニズムの知見とナノテクノロジーとの知見を融合した高性能セル
を実現する基礎的材料開発、白金触媒の低白金化／脱白金化、
アノード触媒の高濃度ＣＯ耐性、電解質膜、電極内部及びこれら
の界面における水素イオン、水等の物質の移動現象の可視化と
その状態分布の解析・評価の技術開発を行う。
＜燃料電池先端科学基礎研究事業＞
電極触媒については、試作したモデル触媒／担体を用いて、白
金触媒の反応メカニズムを解析し、白金触媒の劣化又は劣化を
抑制する因子を特定する。電解質膜については、電解質膜中の
水素イオン／水の伝導メカニズムの解明、各種ガスの挙動の解
明を行い、電解質膜の性能向上、劣化抑制、耐久性向上に資す
る因子の特定する。セル構成要素と三層界面における物質移動
現象の相関については、触媒層／ガス拡散層による水、水蒸気
の挙動解明を行い、触媒層の高性能化を確立する構造／構成／
材料特性の確立する。

風況データの収集・解析、
風車の規格や設置に係るガ
イドライン策定、新エネル
ギー導入の出力変動による
電力系統への影響を縮小
するための技術開発、新エ
ネルギー利用の高効率化・
利便性向上のための蓄電
池技術開発等を実施する。
また、未利用エネルギーを
含むその他の再生可能エネ
ルギーの調査研究等を実施
する。

○２０１０年までに、供給施設の安全対策等を確立するとともに、
燃料電池自動車については航続距離４００ｋｍ、耐久性３０００時
間（５年）、コスト５０００円／kWを達成する技術を確立する。【総務
省、経済産業省】

■■■352.7

風力等その他の再生
可能エネルギー利用
技術
③ー3
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＜水素貯蔵材料先端基盤研究事業＞
Ｘ線・中性子回折法以外のＴＥＭ／陽電子消滅法などを用いた水
素吸蔵時における水素貯蔵材料の構造解析の実施。合成した無
機系ナノ複合水素貯蔵材料などを、その場ＴＥＭ観察などにより、
反応メカニズムの解析。Ｘ線を用いて、水素貯蔵材料原子と水素
原子との結合の強さ／状態の解析。中性子線を用いた水素貯蔵
材料中の水素原子の位置／状態などの解析。これらを実施する
ことにより、水素貯蔵材料の構造解析、貯蔵メカニズムを解明し、
コンパクトで効率的な水素貯蔵材料の開発指針を提供する
＜水素貯蔵材料先端基盤研究事業＞
70Mpa充填対応水素ステーションのリスク評価、同ステーションで
使用される充填機及び蓄圧器材料の安全性検証を行う。水素雰
囲気下における材料の安全性検証では、高圧圧縮水素貯蔵ライ
ナーに使用する高強度材料や使用可能な材料の候補拡大を図
るため、候補材料の疲労特性、水素脆化と水素侵入量との相関
等安全設計に資するデータの取得を行う。

＜定置用燃料電池大規模実証事業＞
低コスト化を目的とした仕様変更と運転検証、機器の信頼性・耐
久性向上等に着目して、情報の共有化等を通じて着実な信頼性
の向上を目指すとともに、信頼性向上及び運転性能向上によっ
て販売台数の増加、製造コストの低減を促進し、低コスト化を推
進する。
＜固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術開発＞
これまで実施した固体高分子形燃料電池の劣化メカニズム解明
などの基礎研究の成果を踏まえ、固体高分子形燃料電池の更な
る耐久性向上、低コスト化、高効率化を実現するため、劣化メカ
ニズムの知見とナノテクノロジーとの知見を融合した高性能セル
を実現する基礎的材料開発、白金触媒の低白金化／脱白金化、
アノード触媒の高濃度ＣＯ耐性、電解質膜、電極内部及びこれら
の界面における水素イオン、水等の物質の移動現象の可視化と
その状態分布の解析・評価の技術開発を行う。
＜燃料電池先端科学基礎研究事業＞
電極触媒については、試作したモデル触媒／担体を用いて、白
金触媒の反応メカニズムを解析し、白金触媒の劣化又は劣化を
抑制する因子を特定する。電解質膜については、電解質膜中の
水素イオン／水の伝導メカニズムの解明、各種ガスの挙動の解
明を行い、電解質膜の性能向上、劣化抑制、耐久性向上に資す
る因子の特定する。セル構成要素と三層界面における物質移動
現象の相関については、触媒層／ガス拡散層による水、水蒸気
の挙動解明を行い、触媒層の高性能化を確立する構造／構成／
材料特性の確立する。

○２０１０年までに、水素供給システムについて、水素価格８０円
／Nm３、水素車載量５ｋｇを達成する技術を確立する。【経済産業
省】

18.8 ■■■

水素供給システムを構成する水素ステーション機器、車載等水素
貯蔵／輸送容器の低コスト化、小型化に繋がる技術開発を行うと
ともに、水素供給システム全体としての耐久性の検証を実施す
る。水素製造／輸送／充填／貯蔵に係る個々の機器についての
高性能化、軽量化、低コスト化及び耐久性向上の技術開発を行
い、検証をする。

○２０１０年までに、定置用燃料電池について、１ｋＷ級システム
製造価格１２０万円、発電効率３２％（ＨＨＶ）、耐久性８年を達成
する技術を確立する。【経済産業省】

308.2 ■■■
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○２００７年度までに廃棄物等地域資源を活用した水素エネル
ギー地域のモデルを提示する。【環境省】

7.2 ■■■■ エネルギー収率やコスト面で実用につながるような水素製造・供
給・利用を含めたシステムの開発等に向けた技術開発を支援。

○２０１０年度までに高効率な集合住宅用燃料電池システムを実
現する。【国土交通省】

0.9 ■■■ 水素配管方法、計量等に関する技術基準の整備、普及促進策の
整備

【経済産業省】
＜燃料電池システム等実証研究＞
耐久性向上、低コスト化のような燃料電池自動車の実用化及び
水素インフラの実用化に向け、フリート走行、水素消費量などの
走行データ、７０MPa充填時の温度、圧力等の車載水素タンク充
填データ、充填時間／充填回数／水素充填量などの運転デー
タ、信頼性／耐久性に係るデータなどの実証データ項目を取得
し、最適な充填圧力／充填方法、７０MPa水素貯蔵タンク搭載燃
料電池自動車の安全性、水素インフラの安全性などの課題抽出
及び取得データの評価分析を行う。
＜固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術開発＞
これまで実施した固体高分子形燃料電池の劣化メカニズム解明
などの基礎研究の成果を踏まえ、固体高分子形燃料電池の更な
る耐久性向上、低コスト化、高効率化を実現するため、劣化メカ
ニズムの知見とナノテクノロジーとの知見を融合した高性能セル
を実現する基礎的材料開発、白金触媒の低白金化／脱白金化、
アノード触媒の高濃度ＣＯ耐性、電解質膜、電極内部及びこれら
の界面における水素イオン、水等の物質の移動現象の可視化と
その状態分布の解析・評価の技術開発を行う。
＜燃料電池先端科学基礎研究事業＞
電極触媒については、試作したモデル触媒／担体を用いて、白
金触媒の反応メカニズムを解析し、白金触媒の劣化又は劣化を
抑制する因子を特定する。電解質膜については、電解質膜中の
水素イオン／水の伝導メカニズムの解明、各種ガスの挙動の解
明を行い、電解質膜の性能向上、劣化抑制、耐久性向上に資す
る因子の特定する。セル構成要素と三層界面における物質移動
現象の相関については、触媒層／ガス拡散層による水、水蒸気
の挙動解明を行い、触媒層の高性能化を確立する構造／構成／
材料特性の確立する。
＜水素貯蔵材料先端基盤研究事業＞
Ｘ線・中性子回折法以外のＴＥＭ／陽電子消滅法などを用いた水
素吸蔵時における水素貯蔵材料の構造解析の実施。合成した無
機系ナノ複合水素貯蔵材料などを、その場ＴＥＭ観察などにより、
反応メカニズムの解析。Ｘ線を用いて、水素貯蔵材料原子と水素
原子との結合の強さ／状態の解析。中性子線を用いた水素貯蔵
材料中の水素原子の位置／状態などの解析。これらを実施する
ことにより、水素貯蔵材料の構造解析、貯蔵メカニズムを解明し、
コンパクトで効率的な水素貯蔵材料の開発指針を提供する。
＜水素社会構築共通基盤整備事業＞
70Mpa充填対応水素ステーションのリスク評価、同ステーションで
使用される充填機及び蓄圧器材料の安全性検証を行う。水素雰
囲気下における材料の安全性検証では、高圧圧縮水素貯蔵ライ
ナーに使用する高強度材料や使用可能な材料の候補拡大を図
るため、候補材料の疲労特性、水素脆化と水素侵入量との相関
等安全設計に資するデータの取得を行う。

◇燃料電池自動車については２０２０年までに、普及に対応した
水素ガスの供給施設に係わる安全対策技術を確立するとともに、
航続距離８００ｋｍ、耐久性５０００時間（１０年）、コスト４０００円／
kWを達成させる技術開発を行う。【総務省、経済産業省】

352.7 ■■■

燃料電池や水素製造・貯
蔵・輸送システムの効率・耐
久性の向上、小型化、低コ
スト化等を図るため、関連
要素技術の研究開発、燃料
電池自動車・水素ステーショ
ン・定置用燃料電池の実証
試験等を行う。

燃料電池・水素関連
技術
③ー4
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【経済産業省】
＜定置用燃料電池大規模実証事業＞
低コスト化を目的とした仕様変更と運転検証、機器の信頼性・耐
久性向上等に着目して、情報の共有化等を通じて着実な信頼性
の向上を目指すとともに、信頼性向上及び運転性能向上によっ
て販売台数の増加、製造コストの低減を促進し、低コスト化を推
進する。
＜固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術開発＞
これまで実施した固体高分子形燃料電池の劣化メカニズム解明
などの基礎研究の成果を踏まえ、固体高分子形燃料電池の更な
る耐久性向上、低コスト化、高効率化を実現するため、劣化メカ
ニズムの知見とナノテクノロジーとの知見を融合した高性能セル
を実現する基礎的材料開発、白金触媒の低白金化／脱白金化、
アノード触媒の高濃度ＣＯ耐性、電解質膜、電極内部及びこれら
の界面における水素イオン、水等の物質の移動現象の可視化と
その状態分布の解析・評価の技術開発を行う。
＜燃料電池先端科学基礎研究事業＞
電極触媒については、試作したモデル触媒／担体を用いて、白
金触媒の反応メカニズムを解析し、白金触媒の劣化又は劣化を
抑制する因子を特定する。電解質膜については、電解質膜中の
水素イオン／水の伝導メカニズムの解明、各種ガスの挙動の解
明を行い、電解質膜の性能向上、劣化抑制、耐久性向上に資す
る因子の特定する。セル構成要素と三層界面における物質移動
現象の相関については、触媒層／ガス拡散層による水、水蒸気
の挙動解明を行い、触媒層の高性能化を確立する構造／構成／
材料特性の確立する。
【国土交通省】
来年度実証試験を予定、その結果をもとに評価、開発を行う

◇２０２０年において水素供給システムについては、水素価格４０
円／Nm３、水素車載量７ｋｇを達成させる技術開発を行う。【経済
産業省】

18.8 ■■■

水素供給システムを構成する水素ステーション機器、車載等水素
貯蔵／輸送容器の低コスト化、小型化に繋がる技術開発を行うと
ともに、水素供給システム全体としての耐久性の検証を実施す
る。水素製造／輸送／充填／貯蔵に係る個々の機器についての
高性能化、軽量化、低コスト化及び耐久性向上の技術開発を行
い、検証をする。

◇地域資源を活用した水素関連技術の高度化、実証を２０１７年
から行い、多様な地域条件のもとでの水素エネルギー利用拡大を
図る。【環境省】

7.2 ■■■■ エネルギー収率やコスト面で実用につながるような水素製造・供
給・利用を含めたシステムの開発等に向けた技術開発を支援。

エネルギー資源探査
技術
③ー6

石油等資源の探鉱開発能
力の向上のため、衛星デー
タの取得、処理・解析等によ
る概査から試掘、分析等に
至る探査技術の開発等を行
うことにより、石油等資源の
安定供給を図る。

○２０１０年度までに、資源探査等に資する地球観測データの処
理・解析技術の向上（１００万シーン以上のデータを処理し、５万
シーン以上をユーザに提供）を図る。また、大深度地下等の化石
燃料の探査に関わる技術の高度化を図るとともに、２００８年度ま
でに油兆探査を支援する小型で高性能な質量分析装置を開発す
る。【経済産業省】

49.3 ■■■

石油資源探査に関する探鉱理論は進化しており、また資源探査
技術へのニーズも多様化している。引き続き、研究開発を継続す
るものの、研究の段階毎に石油開発事業者等のユーザの視点か
ら研究を検証する必要がある。

○２０１０年度までに、化石燃料の生産技術石油・天然ガス等の化
石燃料の生産・利用を拡大するため、ＣＯ２を用いたEOR技術（増
進回収法）、大水深油ガス田開発生産技術、ERD（大偏距掘削）を
用いた低コスト掘削技術等を開発する。【経済産業省】

105.3 ■■■
平成21年度以降も研究開発を継続し、我が国周辺海域での産出
試験等に取り組み、メタンハイドレート生産技術の検証と商業的
産出に必要となる技術の整備を目指す。

◇定置用燃料電池については、街区レベルでの普及も考慮して、
２０２０年までに発電効率３６％（ＨＨＶ）、耐久性１０年、１ｋＷ級シ
ステム製造価格４０万円を達成させる技術開発を行う。【経済産業
省、国土交通省】

309.9 ■■■
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○２００８年度までに陸域での産出試験を実施し、我が国周辺地
域に賦存するメタンハイドレートに適用する生産手法の検証を行
い、メタンハイドレートの産出技術日本周辺海域でのメタンハイド
レート賦存有望地域を選定する。【経済産業省】

105.3 ■■■■■

２００８年３月にカナダで陸上産出試験を実施。世界で初めて「減
圧法」による連続生産に成功し、生産手法の検証を行った。ま
た、我が国近海のうち、東部南海トラフ海域をモデル海域として
詳細検討を行い、当該海域の原始資源量を算定するとともに、有
望賦存海域の選定を行った。２００８年度に経済産業省で行われ
たプロジェクト評価では、これまでの研究成果の審議と評価がな
され、その結果、２００９年度以降も研究開発を継続することが了
承された。

◇２０１６年度までに日本周辺海域のメタンハイドレートの商業的
産出のための技術を確立する。【経済産業省】

105.3 ■■■
２００９年度以降も研究開発を継続し、我が国周辺海域での産出
試験等に取り組み、メタンハイドレート生産技術の検証と商業的
産出に必要となる技術の整備を目指す。

○２０１０年度までに重質残油をクリーン燃料に転換する技術、重
質油（脱瀝油）水素化分解の高分解触媒技術、流動接触分解装
置低位熱回収技術等を確立する。【経済産業省】

342.6 ■■■ 原油の重質化・需要の軽質化に対応した技術開発、石油の高
度・効率的な利用を進めるため技術開発等を実施する。

○２０１０年度までに、石油精製物質等に係る簡易で迅速な有害
性評価技術を確立する。【経済産業省】

11.5 ■■■

in vitro試験手法では、発がん性、催奇形性、免疫毒性について
プロトコールを作成するとともに、効率的に多色発光させる基盤
技術を完成する。トキシコゲノミクス手法では、取得した遺伝子発
現プロファイルを単一のデータ集合体に編纂し、毒性参照データ
ベースを構築し、新規・有用な毒性評価バイオマーカーを選択
し、特許出願を行う。

◇石油の精製・利用の際に生じる大気・水質・土壌等への環境負
荷物質の削減・処理技術を開発する。【経済産業省】

3.6 ■■■■■

本事業で対象とした課題は、国内のみならず国外においても重
要課題であり、限られた研究期間内で得られた成果を以て、即、
実用化・事業化できるテーマは限定されるものの、大部分のテー
マにおいて今後も弛みない努力を重ねることによって事業化が可
能となることが期待できる。従って、今後も引き続き戦略的に継
続・発展させることが強く望まれる。

○２００９年度までに低品位炭の有効利用技術を確立する。【経済
産業省】

27.8 ■■■
600t/d大型実証プラントでの製造技術を確立するとともに、商業
化に向けた運転データの解析や日本での実機ボイラーによる製
品評価試験を行う。

○２０１０年度までにインドネシアにおいて１ｔ／ｄの石炭液化技術
の実証プラントを建設する。【経済産業省】

29億円
の内数 ■ 事業実施方針の調整

○２００７年度までにハイパーコール利用高効率燃焼技術につい
ては、０．１ｔ／ｄベンチプラントでの製造技術を確立する。【経済産
業省】

77億円
の内数 ■■■■■ -

○２００６年度までに燃料電池用石炭ガス製造技術については、１
５０ｔ／ｄパイロットプラントで石炭ガス化技術を確立する。【経済産
業省】

77億円
の内数 ■■■■■ -

○２００９年度までに、石炭ガス化複合発電（IGCC）については、
実証機において送電端効率４０．５％（商用機４６～４８％相当、数
値は全て（ＨＨＶ）高位発熱量ベース）を達成する技術を確立す
る。【経済産業省】

106.6 ■■■ 実用化に向け更なる信頼性等を確認する。

○２０１０年までに、超々臨界圧発電については、主蒸気温度７０
０℃級（送電他効率46%、HHV）の成立可能性を検討する。【経済
産業省】

2.0 ■■■
ボイラ・タービン要素技術を検証するために実機に開発要素を組
み込んだ実缶試験を行うと共に、そこで発生した700℃以上の蒸
気を利用したタービン回転試験を実施する。

◇２０１５年度までに石炭液化技術については、商用化技術を確
立する。【経済産業省】

29億円
の内数 ■ 事業実施方針の調整

我が国の一次エネルギー供
給の大半を占める化石燃料
の安定供給を図るため、原
油の回収・生産効率向上の
ための技術、非在来型資源
の商業的産出・利用技術の
開発を行う。

クリーン石炭利用技
術
③ー6

石炭のクリーンな利用等に
資する石炭ガス化発電等に
よる発電効率向上（IGCC、
IGFC等）、石炭液化技術、
低品位炭の有効利用技術、
石炭からの水素製造、石炭
灰の有効利用技術、石炭の
無灰化技術等の研究開発・
実証を行う。

石油精製・利用技術
③ー6

化石燃料採掘技術
③ー6

石油の有効活用等に資する
高度な重質油処理等の精
製技術、重質残油のクリー
ン燃料への転換技術等の
開発、燃料油・潤滑油の更
なるクリーン化等に関する
技術開発等を行う。また、石
油の精製・利用に際して生
成する環境負荷物質を処理
する技術、多様化する石油
精製物質等に対応して、簡
易で迅速に有害性（発ガン
性等）を評価可能な技術等
を開発する。
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◇２０１２年度までにハイパーコール利用高効率燃焼技術につい
ては、石炭無灰化の商用化技術を確立する。【経済産業省】

77億円
の内数 ■ 引き続き、国内外の取り組みや研究開発動向を把握に努める。

◇２０３０年を目処に、超々臨界圧発電については、主蒸気温度８
００℃級（送電端効率48%以上、HHV）の実用化を実現する。【経済
産業省】

2.0 ■■■
ボイラ・タービン要素技術を検証するために実機に開発要素を組
み込んだ実缶試験を行うと共に、そこで発生した700℃以上の蒸
気を利用したタービン回転試験を実施する。

化石系新液体燃料製
造技術
③ー6

ガス体エネルギーの導入等
に資するＧＴＬ（ガス・ツー・リ
キッド。ナフサ、灯油、軽油
等石油代替用として天然ガ
ス等を原料として製造され
る合成油）、ＤＭＥ（ジ・メチ
ル・エーテル。天然ガス、石
炭等を原料とする新燃料）
の製造コストの低減、利用
機器の開発等を行う。

○２０１０年度までに商業規模でのＧＴＬ製造技術、ＤＭＥの直接合
成技術、ＤＭＥ燃料利用機器技術を確立する。【経済産業省】

145.8 ■■■ 実証プラントを用いた実証試験を行い、商業化に向けた課題を抽
出する等により成果を確認する。

○２００７年までに１７００℃級及び高湿分空気利用ガスタービンの
技術を開発し、商用機において、それぞれ送電端効率５６％以上
及び５１％以上（共に高位発熱量ベース）を実現する。【経済産業
省】

16.5 ■■■■■ 商用機により近い規模での実証試験等を実施し、信頼性等を確
認する。

○２０１０年までに高温・高腐食環境下において優れた特性を示す
超高純度Cr-Fe系材料の量産化のための基礎技術を確立する。
【経済産業省】

11.9 ■■■ 発電プラント用高純度金属材料の開発を継続し、成果を確認す
る。

◇２０１５年までに、高効率ガスタービンの実用化に向け、既存技
術と同等以上の耐久性・経済性等を実現する。【経済産業省】

16.5 ■■■ 商用機により近い規模での実証試験等を実施し、信頼性等を確
認する。

◇２０２０年までに、高耐熱・高耐食・高強度特性を有した材料を
開発し、天然ガス発電の更なる高信頼性・高効率化を図る。【経済
産業省】

11.9 ■■■ 発電プラント用高純度金属材料の開発を継続し、成果を確認す
る。

高効率ガスエンジン
技術
③ー2

ガスエンジンの高効率化、
排熱有効利用技術等の研
究開発及び小規模発電等
に係る技術開発を行う。

○２００７年度までに、天然ガスを燃料とした、新燃焼方式による８
ＭＷクラス高効率ガスエンジンを開発する。あわせて、それを利用
した高出力コンバインドシステムを開発する。【経済産業省】

3.8 ■■■■■ -

○２００８年度までに、二酸化炭素を分離・回収するコストを現状
の半分程度とするような吸収液、回収システムを開発する。【経済
産業省】

15.3 ■■■■■ -

◇２０２０年頃までに、二酸化炭素を分離・回収するコストを１０００
円／tCO2程度とするような吸収液、回収システムの開発及び、圧
力を有するガスから二酸化炭素を効率的に分離する分離膜を開
発する。【経済産業省】

8.3 ■■■
早期に実際の排ガスでの実証試験を行い、実用条件での性能を
評価し、課題の抽出と量産化への見通しを早期に検討することが
必要。

天然ガスを利用した高効率
火力発電技術の研究開発
で、高効率ガスタービン発
電等の技術開発を行う。

高効率天然ガス発電
技術
③ー2
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◇２０１５年からの国内での地中帯水層貯留の実適用を実現する
ため、２０１２年までに①地中貯留の要素技術とトータルシステム
の確立、②CO2地中挙動の理解と安全評価手法･基準の整備、③
貯留層賦存量の調査･評価による国内地質データのデータベース
化、④社会受容の獲得と社会システムの整備に必要な技術を確
立する。また、京都議定書第１約束期間中においてCDMプロジェ
クトとして実現するために必要な技術を確立する。【経済産業省】

38.2 ■■■

＜二酸化炭素削減技術実証試験委託費＞
ＣＣＳについて、ＣＯ２分離回収・輸送・圧入設備の建設から貯留
までの一連の作業の実施、及びＣＯ２の挙動や漏洩に関するモ
ニタリングまでを行い、得られる運転データ等から実用化に向け
た技術的な課題の検証等を行う。
＜二酸化炭素地中貯留技術研究開発＞
我が国にとって、二酸化炭素隔離貯留技術を確立することは極
めて重要であり、これまでの本施策の成果が大規模実証事業へ
生かされるよう成果の活用を図るとともに、二酸化炭素隔離貯留
実施における安全性評価や社会的信頼醸成に必要な基盤技術
に注力することが必要。

◇２０１５年頃までに、二酸化炭素を地中帯水層、炭層や海洋へ
長期安定的に貯留・隔離する技術を確立する。【経済産業省】

45.1 ■■■

＜二酸化炭素削減技術実証試験委託費＞
ＣＣＳについて、ＣＯ２分離回収・輸送・圧入設備の建設から貯留
までの一連の作業の実施、及びＣＯ２の挙動や漏洩に関するモ
ニタリングまでを行い、得られる運転データ等から実用化に向け
た技術的な課題の検証等を行う。
＜二酸化炭素地中貯留技術研究開発＞
我が国にとって、二酸化炭素隔離貯留技術を確立することは極
めて重要であり、これまでの本施策の成果が大規模実証事業へ
生かされるよう成果の活用を図るとともに、二酸化炭素隔離貯留
実施における安全性評価や社会的信頼醸成に必要な基盤技術
に注力することが必要。
＜二酸化炭素の海洋隔離に伴う環境影響予測技術開発＞
我が国にとって、二酸化炭素貯留隔離技術を確立することは極
めて重要であり、二酸化炭素貯留隔離実施における安全性評価
や社会的信頼醸成に必要な基盤技術の一つとして、CO2の海中
環境影響評価手法の開発に注力することが必要。

○２００９年度までに、超電導線材作製技術では、イットリウム系
超電導線材の基盤技術（長さ≧500m、臨界電流≧300A/cm幅
（77K，0T）、≧30A/cm幅（77K，3T））を確立する。【経済産業省】

30.0 ■■■ 今後、イットリウム系超電導線材基板厚の低減と機械的強度の
両立やコスト低減等の対策が必要。

○２００９年までに、超電導応用機器に関しては、イットリウム系超
電導線材を用いた送電ケーブルの基盤技術である低コスト線材
導体化、低損失導体構成、接続技術を確立するとともに、変圧器
の基盤技術である低交流損失化、大電流容量化、絶縁技術を確
立する。【経済産業省】

30.0 ■■■ 今後、イットリウム系超電導線材基板厚の低減と機械的強度の
両立及びコスト低減が必要。

◇２０２０年までに、超電導線材作製技術では、イットリウム系超
電導線材によって、100Aの電流を流すのに必要な線材の直径が
従来の銅線の1/100で済み、送電損失は現状比70%以上の低減
効果があり、かつ線材コストが同等の技術を確立する。【経済産
業省】

30.0 ■■■ 今後、イットリウム系超電導線材基板厚の低減と機械的強度の
両立及びコスト低減が必要。

◇２０２０年頃を目処に、超電導応用機器に関しては、イットリウム
系線材等による超電導電力ケーブル及び超電導変圧器を開発す
る。【経済産業省】

30.0 ■■■ 今後、イットリウム系超電導線材基板厚の低減と機械的強度の
両立及びコスト低減が必要。

火力発電所等の大規模固
定発生源から二酸化炭素を
従来技術に比較して低コス
ト・低投入エネルギーで分
離回収可能な吸収液、分離
膜等の技術およびそれを利
用したシステムを開発する。
また、分離回収した二酸化
炭素を、地中帯水層・炭層
や海洋へ貯留・隔離する技
術を開発する。

送電時の電力損失を大幅に
低減するため、高性能・低コ
スト・長尺な超電導線材製
造技術、及び超電導線材を
用いた送電ケーブル、変圧
器等の機器の研究開発を
行う。

二酸化炭素回収・貯
留技術
③ー12

送電技術
③ー6
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○２０１０年までに、低コスト化（系統安定化用、負荷変動補償用
のライフサイクルコストをそれぞれ5万円/kW、14万円/kW）、高信
頼性化（冷凍機平均故障間隔2万時間以上）等を達成したSMESシ
ステムを確立すると共に、さらなる高性能化のため、イットリウム
系線材等による大容量化、高性能コイル等の基盤技術を開発す
る。【経済産業省】

30.0 ■■■
今後、イットリウム系超電導線材を用いたＳＭＥSの開発に向け、
コイルにおける限界電流の大容量化と機械的強度の両立及びコ
スト低減が必要。

○２０１０年度までに、単層カーボンナノチューブの高度配向技術
及び大量生産技術を確立するとともに、キャパシタ製造技術を確
立することで、20Wh/kgの高エネルギー密度と耐久性を有する電
気二重層キャパシタを開発する。【経済産業省】

11.0 ■■■ カーボンナノチューブキャパシタ開発プロジェクトを継続し、成果
を確認する。

○２０１０年度までに、ニッケル水素系、リチウム系二次電池、キャ
パシタ等について、大容量化・低コストを進め、このような蓄電池
等を活用することで、系統安定化による風力・太陽光等再生可能
エネルギーの導入促進や、クリーンエネルギー自動車の性能向
上を図る。【経済産業省】

50.8 ■■■ 各テーマの研究開発成果をそれぞれで設定した大きさの電池を
作成して、性能および機能検証を実施する。

◇２０１５年頃を目処に、数十～数百kWh規模（負荷変動補償・周
波数調整用）の商業ベースでの導入等を目指し、イットリウム系線
材等を活用したSMESの更なる高性能化等を実現する。（再掲）
【経済産業省】

30.0 ■■■
今後、イットリウム系超電導線材を用いたＳＭＥSの開発に向け、
コイルにおける限界電流の大容量化と機械的強度の両立及びコ
スト低減が必要。

○２０１０年までに、低コスト化（系統安定化用、負荷変動補償用
のライフサイクルコストをそれぞれ5万円/kW、14万円/kW）、高信
頼性化（冷凍機平均故障間隔2万時間以上）等を達成したSMESシ
ステムを確立すると共に、さらなる高性能化のため、イットリウム
系線材等による大容量化、高性能コイル等の基盤技術を開発す
る。【経済産業省】

30.0 ■■■
今後、イットリウム系超電導線材を用いたＳＭＥSの開発に向け、
コイルにおける限界電流の大容量化と機械的強度の両立及びコ
スト低減が必要。

○２０１０年度までに、単層カーボンナノチューブの高度配向技術
及び大量生産技術を確立するとともに、キャパシタ製造技術を確
立することで、20Wh/kgの高エネルギー密度と耐久性を有する電
気二重層キャパシタを開発する。【経済産業省】

11.0 ■■■ カーボンナノチューブキャパシタ開発プロジェクトを継続し、成果
を確認する。

○２０１０年度までに、ニッケル水素系、リチウム系二次電池、キャ
パシタ等について、大容量化・低コスト化を進め、このような蓄電
池等を活用することで、系統安定化による風力・太陽光等再生可
能エネルギーの導入促進や、クリーンエネルギー自動車の性能
向上を図る。【経済産業省】

46.0 ■■■ 構造制御によるエネルギー密度低下やサイクル特性低下

◇２０１５年頃を目処に、数十～数百kWh規模（負荷変動補償・周
波数調整用）の商業ベースでの導入等を目指し、イットリウム系線
材等を活用したSMESの更なる高性能化等を実現する。（再掲）
【経済産業省】

30.0 ■■■
今後、イットリウム系超電導線材を用いたＳＭＥSの開発に向け、
コイルにおける限界電流の大容量化と機械的強度の両立及びコ
スト低減が必要。

◇事務機器、自動車及び電力機器等へ利用可能なキャパシタの
製品化を目指し、使用状況に応じた高エネルギー密度、高パワー
密度でありかつ、耐久性と経済性を兼ね備えたキャパシターを開
発する。【経済産業省】

11.0 ■■■ カーボンナノチューブキャパシタ開発プロジェクトを継続し、成果
を確認する。

◇２０３０年頃を目処に、更に高性能・低コストな新しい蓄電池等を
開発することで、風力・太陽光等の再生可能エネルギーの導入促
進や、クリーンエネルギー自動車の性能向上を図る。【経済産業
省】

46.0 ■■■ 構造制御によるエネルギー密度低下やサイクル特性低下、デン
ドライト生成の抑制など

電力供給システムの高度化
を図るため、電力系統安定
化や負荷平準化のための
制御技術や、系統安定化機
器の低コスト化・高信頼性
化に必要な材料技術等の
要素技術の研究開発を行
う。

電力系統制御技術
③ー6

蓄電池や超電導技術を用
いた電力貯蔵システムの低
コスト化、高出力化、高エネ
ルギー密度化、信頼性向上
等を図るため、材料開発等
の要素技術や効率的なシス
テム構築技術等の研究開
発を行う。

電力貯蔵技術
③ー6

3
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○２００８年までに天然ガスハイドレード（ＮＧＨ）供給システムにつ
いて、従来のＬＮＧチェーンによる供給に係る投資コストに対し、そ
のコストを約１／４に低減することが可能な技術を確立する。【経
済産業省】

8.9 ■■
NGH製造設備の設計確認・改造等を行うとともに、設備試運転・
実証試験時のトラブル発生を防止するため、不具合対策の水平
展開を行い、実証試験を実施し、成果を確認する。

○２００７年度までに天然ガス岩盤高圧貯蔵について、要素研究
及び実証試験により貯槽の気密構造、高性能プラグに係る最適
条件を検討し、実機の設計技術を確立する。【経済産業省】

3.1 ■■■■■ 技術の実用化に向けた諸条件の整備が必要。

○２００７年度までに高耐久性の石油タンクシーリング材等の材料
技術、また施設の保守・点検作業における技能・ノウハウの伝承
のための支援技術を確立する。【経済産業省】

13.3 ■■■ 実用化に向け個別の材料について最適化検討を行い、撥水、撥
油性コーティング部材として広く社会に還元することが必要。

○２００８年度までに原油流出事故による海岸汚染の浄化技術、
施設の配管等の腐食対策技術、また石油流量計測技術の高度化
を確立する。【経済産業省】

9.0 ■■■■■ 初期目標は達成

○２００９年度までに長周期震動耐震性の評価技術を確立する。
【経済産業省】

0.5 ■■■■■ すでに、事業が終了している。

○２００８年までに、中小規模の建築物を対象とした低コストなＢＥ
ＭＳ、住宅の室内空気環境を確保して換気による熱負荷の最小
化を可能とするＶＯＣセンサ技術及びモニタリング併用型換気シス
テムを開発する。また、建築材料等に適用可能な高性能・高機能
真空断熱材を開発する。【経済産業省】

3.5 ■■■■■ 初期目標は達成

○２０１０年度までに、街区レベル及び戸建住宅にも適用可能な
環境性能評価手法を開発する。【国土交通省】

3.2 ■■■ CASBEEの評価対象外となっている建物等に対する評価手法の
開発及び開発された評価手法の普及促進

○２０１０年度までに、既存住宅ストックの断熱性能を非破壊等に
より評価するための技術を開発する。【経済産業省、国土交通省】

0.8 ■■■
【国土交通省】
種々の省ｴﾈﾙｷﾞｰ改修設計・施工ガイドラインや指針を作成する
こと

○２０１０年までに、ヒートポンプ給湯器については、５２０万台の
普及目標を達成するため給湯器の小型化・高効率化技術、寒冷
地対応型給湯器を開発する。空調・冷凍機についても高効率化等
の技術を開発する。【経済産業省】

142億円
の内数 ■■■■■ ・研究終了時の課題は、上市のための条件整備のみ

○２０１０年までに、従来型の蛍光灯より高い省エネ性能を有し、
また価格競争力をもつ高性能白色ＬＥＤ及び、有機ＥＬによる高効
率照明技術を確立する。【経済産業省、環境省】

16.3 ■■■■

【経済産業省】
演色性の優れた光源を実現するには、純青領域の長寿命高効率
発光材料の開発が最大のポイントであり、各国で研究開発が進
展中であるが、現状決定的な材料が開発されていない。

○２００６年度までに、自立発光型オンチップディスプレイの消費
電力を従来ディスプレイの10％以下に低減するための技術開発を
行う。【経済産業省】

24.1 ■■■■■

さらに、全世界に広がる高度映像市場に国内産業界が従来の先
陣を堅持し、経済発展に寄与するためには、国際競争力のある
技術開発を国家規模で進めることが重要であり、国からの助成に
よって、低消費電力技術の開発を支援する必要がある。

天然ガスの供給手段が存
在せず（パイプラインはもと
よりサテライト供給でも採算
が合わないため）石油等の
燃料に依存している地方都
市部の中小規模の天然ガ
ス需要家に対し、天然ガス
を効率的に供給するため、
天然ガスハイドレートを利用
した、新たな輸送技術及び
天然ガス岩盤高圧貯蔵技
術の研究開発を行う。

原油輸送時の事故対応、施
設の保守・点検の効率化、
設備の腐食対策、貯蔵時の
安全対策、計量技術の高度
化等、石油の安定供給を確
保するために必要となる基
盤的な技術開発を実施す
る。

自然エネルギー利用等も含
めた住宅・建築物に係る省
エネ化、断熱材の高性能
化、住宅・建築物におけるエ
ネルギーマネージメントシス
テム（ＢＥＭＳ（ビルディン
グ・エネルギー・マネージメ
ント・システム）、ＨＥＭＳ
（ホーム・エネルギー・マ
ネージメント・システム））等
に係る技術開発を行う。

ヒートポンプ給湯器の小型・
高性能化、ガスエンジン給
湯器等の効率化等に係る技
術開発、高効率空調機・冷
凍機に係る技術開発、ＬＥ
Ｄ、有機ＥＬ等の高効率照明
等に係る技術開発を行う。

ガス供給技術
③ー6

石油供給基盤技術
③ー6

住宅・建築物関連省
エネ促進技術
③ー2

高効率空調・給湯・照
明技術
③ー2
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○２００７年までに、革新的材料による高効率な表示・発光デバイ
スを用いたディスプレイ及び駆動回路の基本技術、機能回路を構
成する基本回路をディスプレイのガラス基板上に集積化・システ
ム化するエネルギー消費削減技術、通信量４０Gb/s級の高速大
容量及び電力消費効率の飛躍的向上を実現する高速回線対応
ルータ・スイッチ、通信量１０Tb/s級の低消費電力・大容量通信を
可能とする光スイッチングデバイスの基盤技術を確立する。【経済
産業省】

24.1 ■■■■■

さらに、全世界に広がる高度映像市場に国内産業界が従来の先
陣を堅持し、経済発展に寄与するためには、国際競争力のある
技術開発を国家規模で進めることが重要であり、国からの助成に
よって、低消費電力技術の開発を支援する必要がある。

○２００８年までに、効率的な情報家電機器の宅内相互運用を実
現するため、リモート管理などシステムの統合管理が可能となる
基盤技術を開発する。【経済産業省】

7.6 ■■■■■

情報家電の利用を通じたＩＴ利活用による省エネルギーが促進さ
れることを目指し、専門的な知識を有しなくとも、機器やサービス
を安全かつ容易に利用ができるプラットフォームとして、リモート
管理など効率的に情報家電システムの統合管理が可能となる技
術の研究開発を行う。

◇２０１１年頃までに、低損失オプティカル新機能部材技術の基盤
技術を開発する。【経済産業省】

14.6 ■■■■■

近接場光を利用した技術は、現在はまだ実用化にはいたってい
ないが、今後、さらに省エネルギーを推進していく上で、既存の技
術の延長上にはない、革新的な技術開発が必要となっている。
　本技術開発は、技術の確立までには相当程度の期間が必要な
全く新しい技術であり、企業単独で行うことはリスクが大きい。こ
のため国の関与の下、産学官の共同研究体制を構築して、リス
クを分散しつつ、実用化を目指し、知見を集結させ開発を行って
いくことが必要である。

○２００８年度までに、最適な熱エネルギー利用システムを評価す
るシミュレーション技術を開発し、２０１０年度までに下水道本管に
直接ビル廃熱を廃棄する技術及び小規模で拡張可能な熱エネル
ギー利用システムのプロトタイプを開発する。【国土交通省】

0.4 ■
平成２０年度に創設した先導的都市環境形成促進事業等を活用
し、実証実験に向けた実施体制、計画策定、コーディネート等、間
接的に支援を行うことが必要。

○２００６年度までに、都市内分散型エネルギー利用システムのモ
デルを提示する【環境省】

7.5 ■■■■ エネルギー収率やコスト面で実用につながるような都市内分散型
エネルギー利用システムの構築等に向けた技術開発を支援。

○２００８年度までに、高効率で低コストな排水処理システムを開
発する【経済産業省、国土交通省】

2.7 ■■■■

【経済産業省】
エネルギー消費量、二酸化炭素排出量、汚泥発生量についての
目標値は達成されており、課題は克服されている。
【国土交通省】
今後，普及に向けた努力が必要である。

◇２０１２年までに、一部の都市において開発した熱エネルギーシ
ステムを導入・実用化する。【国土交通省】

0.0 未着手

○２０１０年度までにリチウムイオン電池の小型化・高性能化技術
を開発する。【経済産業省】

0.0 平成２１年度新規事業で推進

平面パネルディスプレイの
省エネ化を始めとした情報
家電機器の高効率化・高性
能化、多種のデジタル情報
家電機器のネットワーク技
術及び高速通信ネットワー
ク技術等の技術開発を行
う。

都市全体におけるエネル
ギーの有効利用を促進する
ため、熱利用・熱搬送の高
効率化・低コスト化に係るイ
ンフラのシステム化技術、
分散型電源を組み合わせた
高効率熱電併給システム技
術等の研究開発を行う。

都市システム技術
③ー2

高効率情報家電・通
信機器技術
③ー2
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○２０１０年度までに、単層カーボンナノチューブの高度配向技術
及び大量生産技術を確立するとともに、キャパシタ製造技術を確
立することで、20Wh/kgの高エネルギー密度と耐久性を有する電
気二重層キャパシタを開発する。（再掲）【経済産業省】

11.0 ■■■ カーボンナノチューブキャパシタ開発プロジェクトを継続し、成果
を確認する。

○２００６年度中にバイオディーゼル専用車が安全面・環境面で満
たすべき基準を明確化する。２０１０年までに大型ディーゼル車に
代替し得る低公害車を開発する。【国土交通省】

13.7 ■■■■ ・試作車のさらなる実用性の向上に向けて、実証モデル事業等を
実施する。

◇２０１２年までに、自動車部材・部品等に適した、高成形性アル
ミニウム合金板材、炭素繊維強化複合材料、超微細粒鋼等の高
強度鋼の製造技術及び加工技術を確立する。【経済産業省】

4.9 ■■■ 今後、実用化に対しては、鋼板の化学組成の最適化などをもう一
段の研究が必要である。

○２０１０年までに、エンジン技術については、既存のエンジンに
比べて、燃費・ＣＯ２排出量の10％削減と騒音-20ｄＢ（ＩＣＡＯ規制
値比）、ＮＯｘ排出量の50％削減する技術を確立する。また、機体
技術については、既存ジェット機と比べて燃費20％削減を果たす
技術を確立する。【経済産業省】

45.6 ■■■■
＜環境適応型小型航空機用エンジン研究開発＞
引き続き統合化技術に係る設計等を実施するとともに、各要素技
術の開発等を継続する。

○２００７年までに、材料技術については、炭素繊維複合材料の
非加熱成形・健全性診断技術等を確立する。【経済産業省】

24.8 ■■■■■ -

○２０１０年までに、廃熱回収による高効率船舶エンジン、船体の
抵抗低減デバイス、ＩＴ利用最適航路選択支援システムを開発す
る。【国土交通省】

13.4 ■■■■ 民間事業者を交え実用化に向け検討中。

◇２０１０年代前半に、燃費、経済性、環境適合性等に優れた民
間ジェット機及びジェットエンジンを実用化する。【経済産業省】

18.3 ■■■ 要素技術レベルでの実証を行うとともに、これらの要素技術を盛
り込んだ強度試験、飛行試験に向けた作業を行う。

◇複合材料の非加熱成形技術・健全性診断技術等を用いて、主
要機材を開発し、２０１０年から２０２０年頃までに実用化する。【経
済産業省】

24.8 ■■■■■ -

○２００７年までに、ＬＲＶ（次世代路面電車）等の導入によるモー
ダルシフト実現のための総合的省エネルギー対策技術を開発し、
さらにシステムの性能評価を行い、実現可能性を検証する。【経
済産業省】

142億円
の内数 ■■■■■

技術的には、今後、電力変換器制御の向上とﾊﾞｯﾃﾘｰ劣化傾向の
把握が必要である。また、実路線への導入のためには、ﾊﾞｯﾃﾘｰ
の価格がﾈｯｸとなっており、ﾊﾞｯﾃﾘｰの低ｺｽﾄ化の進展を待つ必要
がある。

○２００７年までに、電子タグの活用により物流効率化を実現する
技術を確立する。【総務省、経済産業省】

14.7 ■■■■■ -

○２００８年度中に運送事業者による様々な省エネ対策によるＣＯ
２排出削減の効果を高精度で評価が可能なプログラムを開発す
る。２０１０年までに、海上物流システム最適化の予測・評価モデ
ルを開発する。【国土交通省】

13.7 ■■■■ ・試行の結果を踏まえて最終化
・民間事業者とともに検証・普及に向け検討中。

運輸部門の物流効率化の
ためのモーダルシフト、ITS
交通流対策に係る技術開発
及び電子タグの利用技術開
発を行う。

車両軽量化に資する材料、
低摩擦材料表面制御技術、
自動車用高性能蓄電技術、
次世代自動車（電気自動
車・燃料電池自動車・次世
代低公害車（天然ガス車、Ｇ
ＴＬ車及びＤＭＥ車を含めた
クリーンディーゼル車等））
関連の技術開発を行う。

航空機や船舶など大規模輸
送手段の省エネを図るた
め、新材料などの軽量化技
術、高効率なエンジンや推
進システム等の技術開発を
行う。

次世代自動車技術
③ー2

省エネ型航空機・船
舶技術
③ー2

物流効率化技術
③ー2
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○２００８年度までに、NHPI系触媒技術を酸化反応製造プロセス
に導入するため、高効率酸化触媒を用いた環境調和型化学プロ
セス技術などの要素技術等を確立する。【経済産業省】

10.1 ■■■■ 引き続き適用可能な酸化反応製造プロセスの検討及び実用化に
向けての更なる検討が必要。

○２００９年度までに、低消費電力なフレキシブルデバイス材料開
発に貢献する複合化材料技術を確立するとともに、フレキシブル
ディスプレイ実現のための部材およびそれらをＲｏｌｌ　ｔｏ　Ｒｏｌｌ化す
るための技術を開発する。【経済産業省】

18.6 ■■■ ・製造技術の更なる省エネ・省資源化を進めて実用化に資する。

○２０１０年までに、革新的製銑プロセス技術開発等、省エネ型鉄
鋼製造技術の基盤技術を開発する。【経済産業省】

5.6 ■■■
実用化に向け革新的塊成物により目標とする効果を最大限に得
るため、革新的塊成物の製造技術の確立、高炉への投入方法及
び高炉操業技術の最適化などの技術開発が必要。

○２０１０年度までに、革新的マイクロ反応場利用部材技術開発な
ど、協奏的反応場に必要な基盤技術を確立し、さらに低環境負
荷、高効率生産プロセスを実現できる協奏的反応場技術を確立
する。【経済産業省】

16.6 ■■■ ・マイクロ反応場を広く工業的に利用可能とするためのプラント技
術の開発の加速化が必要。

○２０１０年までに、高機能チタン合金創製プロセス技術など、チタ
ンの連続製錬法の基礎技術を確立する。【経済産業省】

2.7 ■■■■■ -

○２０１０年までに、バイオプロセスを活用した高機能化学品・工
業原料等の生産プロセスの基盤技術を開発しつつ、実用化に向
けた生産プロセス体系を構築する。【経済産業省】

40.5 ■■■ 研究開発の継続的実施

○２００８年までに、従来に比べて主軸消費エネルギーを７０％
に、ライン変更やリードタイムを１／３にするなど、付加価値の高
い製品の製造効率を飛躍的に高める機械加工システムを確立す
る。【経済産業省】

8.2 ■■■■■ -

○２００７年までに、自動車、住宅・建設、プラント等の生産につい
て、製品の設計から廃棄までの合理的なライフサイクル設計手法
を開発し、効率よく製品の生産を実施するための設計支援システ
ムを開発する。【経済産業省】

1.5 ■■■■ -

○２００８年までに、固体レーザ励起用ＬＤパッケージの省エネ技
術を確立する。【経済産業省】

142億円
の内数 ■■■■■

固体レ－ザ励起用LDパッケ－ジの省エネ技術を確立できたこと
から、レ－ザ加工機器の主要市場であるファイバレ－ザに適用す
るファイバ結合光源の技術開発をH20度から開始。

産業間連携省エネシ
ステム技術
③ー2

コンビナートなど、エネル
ギー多消費工場が集積する
産業地区において廃熱等の
未利用エネルギーの有効利
用を図るため、異業種異企
業間における横断的かつ高
度なエネルギー有効利用シ
ステム技術の研究開発を行
う。

○２０１０年度までに石油コンビナート域内の未利用エネルギーを
融通し、全体システムを最適化する技術を確立する。【経済産業
省】

62億円
の内数 ■■■■■

同技術の水平展開及びさらなる成果の適用拡大のため、隣接す
る工場間で の熱共有コンサル、標準や指針の精査による初期投
資ミニマム設計へ取り組むこと。

省エネ型鉄鋼製造プロセ
ス、省エネ型化学素材製造
プロセス（化学製品製造、生
物機能、バイオマスの活用
等）、省エネ型非鉄金属製
造プロセス等に係る技術開
発を行う。

機械加工システムに係る技
術、高効率ナノ加工・製造プ
ロセス等に係る技術開発を
行う。

省エネ型組立・加工
技術
③ー2

省エネ型素材製造プ
ロセス技術
③ー2
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○２０１０年までに、様々な用途への適応が可能な高性能・高機能
真空断熱材を開発する。【経済産業省】

142億円
の内数 ■■■■■ ・研究終了時の課題は、上市のための条件整備のみ（住宅用断

熱材、床暖房用断熱材、保温浴槽など）

○２０１０年までに、温度差５５０K換算で、素子の熱電変換効率１
５％を達成するとともに量産化技術を確立する。【経済産業省】

2.5 ■■■ 熱電変換の高効率化のみならず、汎用性や経済性にも重視した
検討が必要。

○２０１０年までに燃費10%向上を目標とした自動車排熱を機械エ
ネルギーとして再利用する技術を確立する。【経済産業省】

2.5 ■■■ 熱電変換の高効率化のみならず、汎用性や経済性にも重視した
検討が必要。

◇２０１５年頃を目処に熱電変換システムによるエネルギー有効
利用技術を確立し、２０２０年頃には熱電変換システムの普及によ
り、産業および民生における省エネルギーに寄与する。【経済産
業省】

2.5 ■■■ 熱電変換の高効率化のみならず、汎用性や経済性にも重視した
検討が必要。

○２００６年度までに、ダイナミックパワー制御型低消費電力集積
回路の消費電力を待機時10％、動作時50％以下に低減する技術
を開発する。【経済産業省】

30.2 ■■■■■ －

＜低消費電力型超電導ネットワークデバイスの開発＞
情報化社会の進展に伴い、家庭やオフィスを中心に情報通信機
器によるエネルギー消費量が増加。高度情報通信ネットワーク社
会の構築に向け、情報通信機器の省エネルギー化等環境問題
へも配慮した情報通信技術の開発が求められている。
＜スピントロニクス不揮発性機能技術開発＞
スピンRAM開発として、先端プロセスによる微細半導体素子とス
ピン素子を集積化し、微細メモリアレイとしてRAM動作が実証され
ること。また、スピン能動素子として、複数の能動素子を駆動でき
るレベルの増幅動作が実証されること。
＜立体構造新機能集積回路（ドリームチップ）開発プロジェクト＞
①多機能高密度三次元集積化技術については、情報通信デバイ
スや信号処理デバイスの小型、低消費電力化に必要な、Si貫通
ビアを用いた三次元積層システムインパッケージ（SiP）を実現す
るための設計技術および評価解析技術の確立を目標とする。こ
れにより三次元集積技術を用いた異なる分野のデバイス集積化
を実現する基盤技術が提供され、様々な技術分野の融合による
革新的技術創出の条件が整う。
②複数周波数対応通信三次元デバイス技術については、微小可
動構造（MEMS）を用いたMEMS回路、制御・電源回路が積層され
た複数周波数・複数通信方式に対応する三次元デバイスを開発
する。これにより小型でありながら複数のシステムに対応可能な
無線通信デバイスが開発され、将来の携帯通信端末のより一層
の小型軽量化が実現する。
③三次元回路再構成可能デバイス技術については、三次元的な
積層構造を利用した回路再構成可能デバイス（フィールドプログ
ラマブルゲートアレイ（FPGA）、動的リコンフィギャラブルプロセッ
サ等）技術を開発する。これにより回路再構成可能デバイスの小
型化が実現し、今までにない革新的応用分野の創出が期待され
る。

○２００８年度までに、現状電源と比べてスイッチング速度を3倍
に、パワー密度を3倍に向上させるとともに、現在の機器と比べた
消費電力をプロセッサと周辺回路では30％、機器全体では10％低
減する技術を開発する。【経済産業省】

30.2 ■■■■■ －

○２００７年までに、１Tb／in2級の大容量・高記録密度ストレージ
を実現する。メモリの低消費電力を実現する複数のメモリの積層
技術を開発する。350GHz級の高周波デバイスを実現する。超電
導を用いた低消費電力なデバイスを実現する。より高機能な省エ
ネデバイスを開発するために、ＭＥＭＳプロセスに精通していない
技術者がそのプロセス設計を簡便迅速に行えるようなソフトウェア
を開発し、また、デバイス試作の回数を低減させ一層の省エネル
ギーを促進するシミュレーション技術の高精度化を図る。【経済産
業省】

38.9 ■■■■■

半導体等デバイスの高効率
化、高機能化、高集積化、
システム化、大容量化等に
係る技術開発を行う。

多様な用途に対応可能な高
性能・高耐熱・高耐久断熱
材技術、工場排熱等を利用
した高効率・高耐久性熱電
変換モジュール技術等の研
究開発を行う。

熱有効利用技術
③ー2

高性能デバイス技術
③ー2
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○２００９年までに、飛躍的な省エネルギー等を実現する高効率イ
ンバータを実現する。【経済産業省】

30.2 ■■■■■ －

○２０１０年までに、情報家電の低消費電力化、高度化（多機能化
等）に資する半導体アプリケーションチップ技術を開発する。４５ナ
ノｍレベルの半導体微細化による高速度・低消費電力デバイスを
実現する。百ナノオーダーのフォトニック構造をガラス表面にモー
ルド成形する技術を開発する。【経済産業省】

74.7 ■■■■

＜半導体アプリケーションチッププロジェクト＞
製品企画技術の向上に向けては、半導体メーカーに存在する優
れたアイディアを引き上げることも必要であるが、アイディア自体
は独創的で優れてはいるものの、財政的基盤の脆弱性等によ
り、そのアイディアの具体化が著しく困難なベンチャー企業・大学
等の支援も重要
＜次世代半導体材料・プロセス基盤プロジェクト（MIRAI）＞
半導体の微細化に関してテクノロジーノード45nmを超えるデバイ
スの実現に必要な微細化に伴う信頼性低下の問題解決のため、
微細加工プロセス技術による誤差の発生メカニズムの解明、解
析手法、標準的な解析装置、プロセス制御システムを開発する。
また、中性子線等のノイズの影響下でも誤動作しない半導体デ
バイスモデルを完成させることを目標とする。
＜次世代光波制御材料・素子化技術＞
今後、モールド加工した素子の実用化開発を進めるため、引き続
きガラス材料組成の最適化、ナノ加工モールドの大型化に関する
基盤研究を行うとともに、高効率ハイブリッド素子、反射防止レン
ズ、偏光分離素子の実用化開発を行う。
＜革新的ガラス溶融プロセス技術開発＞
今後、ガラス溶融に係る基礎データ、熱量等データ、品質データ
を収集するため、引き続き気中溶解設備試験炉の製作を実施す
るとともに、運転試験・改良・評価を実施し、従来の溶融法に比べ
１／３程度に省エネ化を図るガラス溶融技術の検証を行う。
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別紙２．５．２　エネルギー分野における戦略重点科学技術の進捗状況（本資料における研究開発目標は２０１０年度までの目標を対象としている）

　　本表は、各府省から提出された施策の進捗状況に関する調査結果（各府省の自己評価や当該施策に関する外部委員会等の評価結果による）を整理したものである。

戦略重点科学技術 概要 研究開発目標
３年間の
予算（億
円）

研究開発目標
の達成状況

目標達成のための課題

○２００８年度までに、最適な熱エネルギー利用システムを評価
するシミュレーション技術を開発し、２０１０年度までに下水道本管
に直接ビル廃熱を廃棄する技術及び小規模で拡張可能な熱エネ
ルギー利用システムのプロトタイプを開発する。【国土交通省】

0 ■
平成２０年度に創設した先導的都市環境形成促進事業等を活用
し、実証実験に向けた実施体制、計画策定、コーディネート等、間
接的に支援を行うことが必要。

○２００６年度までに、都市内分散型エネルギー利用システムの
モデルを提示する【環境省】

8 ■■■■ エネルギー収率やコスト面で実用につながるような都市内分散型
エネルギー利用システムの構築等に向けた技術開発を支援。

○２０１０年度までに、街区レベル及び戸建住宅にも適用可能な
環境性能評価手法を開発する。【国土交通省】

3 ■■■ CASBEEの評価対象外となっている建物等に対する評価手法の
開発及び開発された評価手法の普及促進

○２０１０年度までに、既存住宅ストックの断熱性能を非破壊等に
より評価するための技術を開発する。【経済産業省、国土交通
省】

1 ■■■ 種々の省ｴﾈﾙｷﾞｰ改修設計・施工ガイドラインや指針を作成する
こと

○２００６年度までに、ダイナミックパワー制御型低消費電力集積
回路の消費電力を待機時10％、動作時50％以下に低減する技術
を開発する。【経済産業省】

30 ■■■■■ －

　　　○「３年間の予算」
　　　　　研究開発目標に対応する各府省の施策の平成１８年度から平成２０年度までの予算額を合計したものである。複数の研究開発目標に関連する施策の予算額については、重複して計上している。

　　　〇「研究開発目標の達成状況」
　　　　　研究開発目標に対する２００８年度末時点での達成水準を以下の５段階で表している。
　　　　　■■■■■：すでに計画期間中（2010年度末まで）の研究開発目標を達成した。
　　　　　■■■■：当初計画以上に進捗しており、計画期間中の研究開発目標達成まであと一歩のところ。
 　　　 　■■■：当初計画どおり、順調に進捗している。
　　　　　■■：当初計画と比べて、若干の遅れが生じている。
　　　　　■：当初計画に比べて、かなりの遅れが生じている。（研究開発目標の達成が危ぶまれる状況）

エネルギーの面的利
用で飛躍的な省エネ
の街を実現する都市
システム技術

実効性のある省エネ
生活を実現する先進
的住宅・建築物関連
技術

都市部におけるエネルギー
利用効率を高め、未利用エ
ネルギーを経済的に有効活
用するシステム技術を開発

住宅・建築物や街区のライ
フサイクル（建設から運用を
経て解体まで）にわたる環
境性能評価手法及び、簡易
で信頼性の高く様々な既存
住宅・建築物の断熱性能評
価技術を開発
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＜低消費電力型超電導ネットワークデバイスの開発＞
情報化社会の進展に伴い、家庭やオフィスを中心に情報通信機
器によるエネルギー消費量が増加。高度情報通信ネットワーク社
会の構築に向け、情報通信機器の省エネルギー化等環境問題へ
も配慮した情報通信技術の開発が求められている。
＜スピントロニクス不揮発性機能技術開発＞
スピンRAM開発として、先端プロセスによる微細半導体素子とス
ピン素子を集積化し、微細メモリアレイとしてRAM動作が実証され
ること。また、スピン能動素子として、複数の能動素子を駆動でき
るレベルの増幅動作が実証されること。
＜立体構造新機能集積回路（ドリームチップ）開発プロジェクト＞
①多機能高密度三次元集積化技術については、情報通信デバイ
スや信号処理デバイスの小型、低消費電力化に必要な、Si貫通
ビアを用いた三次元積層システムインパッケージ（SiP）を実現す
るための設計技術および評価解析技術の確立を目標とする。こ
れにより三次元集積技術を用いた異なる分野のデバイス集積化
を実現する基盤技術が提供され、様々な技術分野の融合による
革新的技術創出の条件が整う。
②複数周波数対応通信三次元デバイス技術については、微小可
動構造（MEMS）を用いたMEMS回路、制御・電源回路が積層され
た複数周波数・複数通信方式に対応する三次元デバイスを開発
する。これにより小型でありながら複数のシステムに対応可能な
無線通信デバイスが開発され、将来の携帯通信端末のより一層
の小型軽量化が実現する。
③三次元回路再構成可能デバイス技術については、三次元的な
積層構造を利用した回路再構成可能デバイス（フィールドプログ
ラマブルゲートアレイ（FPGA）、動的リコンフィギャラブルプロセッ
サ等）技術を開発する。これにより回路再構成可能デバイスの小
型化が実現し、今までにない革新的応用分野の創出が期待され
る。

○２００８年度までに、現状電源と比べてスイッチング速度を3倍
に、パワー密度を3倍に向上させるとともに、現在の機器と比べた
消費電力をプロセッサと周辺回路では30％、機器全体では10％
低減する技術を開発する。【経済産業省】

30 ■■■■■ －

○２００９年までに、飛躍的な省エネルギー等を実現する高効率
インバータを実現する。

30 ■■■■■ －

○２０１０年までに、情報家電の低消費電力化、高度化（多機能化
等）に資する半導体アプリケーションチップ技術を開発する。４５ナ
ノｍレベルの半導体微細化による高速度・低消費電力デバイスを
実現する。百ナノオーダーのフォトニック構造をガラス表面にモー
ルド成形する技術を開発する。

10 ■■■

・製品企画技術の向上に向けては、半導体メーカーに存在する優
れたアイディアを引き上げることも必要であるが、アイディア自体
は独創的で優れてはいるものの、そのアイディアの具体化が著し
く困難なベンチャー企業・大学等の支援も重要である。
・半導体の微細化に関してテクノロジーノード45nmを超えるデバイ
スの実現に必要な微細化に伴う信頼性低下の問題解決のため、
微細加工プロセス技術による誤差の発生メカニズムの解明、解析
手法、標準的な解析装置、プロセス制御システムを開発する。ま
た、中性子線等のノイズの影響下でも誤動作しない半導体デバイ
スモデルを完成させることを目標とする。

○２００７年までに、１Tb／in2級の大容量・高記録密度ストレージ
を実現する。メモリの低消費電力を実現する複数のメモリの積層
技術を開発する。350GHz級の高周波デバイスを実現する。超電
導を用いた低消費電力なデバイスを実現する。より高機能な省エ
ネデバイスを開発するために、ＭＥＭＳプロセスに精通していない
技術者がそのプロセス設計を簡便迅速に行えるようなソフトウェ
アを開発し、また、デバイス試作の回数を低減させ一層の省エネ
ルギーを促進するシミュレーション技術の高精度化を図る。【経済
産業省】

39 ■■■■■

便利で豊かな省エネ
社会を実現する先端
高性能汎用デバイス
技術

半導体等デバイスの高効率
化、高機能化、高集積化、
システム化、大容量化等に
係る技術開発
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○２００８年度までに、NHPI系触媒技術を酸化反応製造プロセス
に導入するため、高効率酸化触媒を用いた環境調和型化学プロ
セス技術などの要素技術等を確立する。【経済産業省】

10 ■■■■ 引き続き適用可能な酸化反応製造プロセスの検討及び実用化に
向けての更なる検討が必要。

○２００９年度までに、低消費電力なフレキシブルデバイス材料開
発に貢献する複合化材料技術を確立するとともに、フレキシブル
ディスプレイ実現のための部材およびそれらをＲｏｌｌ　ｔｏ　Ｒｏｌｌ化
するための技術を開発する。【経済産業省】

19 ■■■ ・製造技術の更なる省エネ・省資源化を進めて実用化に資する。

○２０１０年までに、供給施設の安全対策等を確立するとともに、
燃料電池自動車については航続距離４００ｋｍ、耐久性３０００時
間（５年）、コスト５０００円／kWを達成する技術を確立する。【総務
省、経済産業省】

44 ■■■■

耐久性向上、低コスト化のような燃料電池自動車の実用化及び
水素インフラの実用化に向け、フリート走行、水素消費量などの
走行データ、７０MPa充填時の温度、圧力等の車載水素タンク充
填データ、充填時間／充填回数／水素充填量などの運転デー
タ、信頼性／耐久性に係るデータなどの実証データ項目を取得
し、最適な充填圧力／充填方法、７０MPa水素貯蔵タンク搭載燃
料電池自動車の安全性、水素インフラの安全性などの課題抽出
及び取得データの評価分析を行う。

○２０１０年度までにリチウムイオン電池の小型化・高性能化技術
を開発する。【経済産業省】

0 平成２１年度より開始

○２０１０年度までに、単層カーボンナノチューブの高度配向技術
及び大量生産技術を確立するとともに、キャパシタ製造技術を確
立することで、20Wh/kgの高エネルギー密度と耐久性を有する電
気二重層キャパシタを開発する。（再掲）【経済産業省】

11 ■■■ カーボンナノチューブキャパシタ開発プロジェクトを継続し、成果を
確認する。

○２０１０年度までに、ニッケル水素系、リチウム系二次電池、
キャパシタ等について、大容量化・低コスト化を進め、このような
蓄電池等を活用することで、系統安定化による風力・太陽光等再
生可能エネルギーの導入促進や、クリーンエネルギー自動車の
性能向上を図る。【経済産業省】

97 ■■■
・各テーマの研究開発成果をそれぞれで設定した大きさの電池を
作成して、性能および機能検証を実施する。
・構造制御によるエネルギー密度低下やサイクル特性低下

石油に代わる自動車
用新液体燃料（ＧＴＬ）
の最先端製造技術

天然ガスを原料とし自動車
用燃料として利用可能な液
体燃料を経済的に生産する
ＧＴＬ製造技術の研究開発

○２０１０年度までに商業規模でのＧＴＬ製造技術を確立する。【経
済産業省】

146 ■■■ 実証プラントを用いた実証試験を行い、商業化に向けた課題を抽
出する等により成果を確認する。

究極の省エネ工場を
実現する革新的素材
製造プロセス技術

石油を必要としない新
世代自動車の革新的
中核技術

電気自動車向け電力貯蔵
装置の飛躍的な信頼性向
上・低コスト化技術、燃料電
池自動車向け燃料電池の
抜本的低コスト化と耐久性・
効率の抜本的改善、安全・
簡便・効率的かつ低コスト
な水素貯蔵技術の確立に
向けた研究開発

エネルギー原単位を半減す
るような大幅な省エネ効果
が見込まれる技術や、現在
利用されていない工場から
の低温排熱を大量かつ経
済的に有効活用できる技術
といった革新的な省エネ型
素材製造プロセス技術の研
究開発
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【経済産業省】
＜燃料電池システム等実証研究＞
耐久性向上、低コスト化のような燃料電池自動車の実用化及び
水素インフラの実用化に向け、フリート走行、水素消費量などの
走行データ、７０MPa充填時の温度、圧力等の車載水素タンク充
填データ、充填時間／充填回数／水素充填量などの運転デー
タ、信頼性／耐久性に係るデータなどの実証データ項目を取得
し、最適な充填圧力／充填方法、７０MPa水素貯蔵タンク搭載燃
料電池自動車の安全性、水素インフラの安全性などの課題抽出
及び取得データの評価分析を行う。
＜固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術開発＞
これまで実施した固体高分子形燃料電池の劣化メカニズム解明
などの基礎研究の成果を踏まえ、固体高分子形燃料電池の更な
る耐久性向上、低コスト化、高効率化を実現するため、劣化メカニ
ズムの知見とナノテクノロジーとの知見を融合した高性能セルを
実現する基礎的材料開発、白金触媒の低白金化／脱白金化、ア
ノード触媒の高濃度ＣＯ耐性、電解質膜、電極内部及びこれらの
界面における水素イオン、水等の物質の移動現象の可視化とそ
の状態分布の解析・評価の技術開発を行う。

＜燃料電池先端科学基礎研究事業＞
電極触媒については、試作したモデル触媒／担体を用いて、白
金触媒の反応メカニズムを解析し、白金触媒の劣化又は劣化を
抑制する因子を特定する。電解質膜については、電解質膜中の
水素イオン／水の伝導メカニズムの解明、各種ガスの挙動の解
明を行い、電解質膜の性能向上、劣化抑制、耐久性向上に資す
る因子の特定する。セル構成要素と三層界面における物質移動
現象の相関については、触媒層／ガス拡散層による水、水蒸気
の挙動解明を行い、触媒層の高性能化を確立する構造／構成／
材料特性の確立する。

先端燃料電池システ
ムと安全な革新的水
素貯蔵・輸送技術

燃料電池の抜本的な低コス
ト化、燃料電池の耐久性・
効率の抜本的改善、安全・
簡便・効率的かつ低コスト
な水素貯蔵・輸送技術の確
立、及び定置用燃料電池シ
ステムの初期市場の立上
げに向けた研究開発

＜水素貯蔵材料先端基盤研究事業＞
Ｘ線・中性子回折法以外のＴＥＭ／陽電子消滅法などを用いた水
素吸蔵時における水素貯蔵材料の構造解析の実施。合成した無
機系ナノ複合水素貯蔵材料などを、その場ＴＥＭ観察などにより、
反応メカニズムの解析。Ｘ線を用いて、水素貯蔵材料原子と水素
原子との結合の強さ／状態の解析。中性子線を用いた水素貯蔵
材料中の水素原子の位置／状態などの解析。これらを実施する
ことにより、水素貯蔵材料の構造解析、貯蔵メカニズムを解明し、
コンパクトで効率的な水素貯蔵材料の開発指針を提供する
＜水素貯蔵材料先端基盤研究事業＞
70Mpa充填対応水素ステーションのリスク評価、同ステーションで
使用される充填機及び蓄圧器材料の安全性検証を行う。水素雰
囲気下における材料の安全性検証では、高圧圧縮水素貯蔵ライ
ナーに使用する高強度材料や使用可能な材料の候補拡大を図る
ため、候補材料の疲労特性、水素脆化と水素侵入量との相関等
安全設計に資するデータの取得を行う。

○２０１０年までに、供給施設の安全対策等を確立するとともに、
燃料電池自動車については航続距離４００ｋｍ、耐久性３０００時
間（５年）、コスト５０００円／kWを達成する技術を確立する。【総務
省、経済産業省】

353 ■■■
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＜定置用燃料電池大規模実証事業＞
低コスト化を目的とした仕様変更と運転検証、機器の信頼性・耐
久性向上等に着目して、情報の共有化等を通じて着実な信頼性
の向上を目指すとともに、信頼性向上及び運転性能向上によって
販売台数の増加、製造コストの低減を促進し、低コスト化を推進
する。
＜固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術開発＞
これまで実施した固体高分子形燃料電池の劣化メカニズム解明
などの基礎研究の成果を踏まえ、固体高分子形燃料電池の更な
る耐久性向上、低コスト化、高効率化を実現するため、劣化メカニ
ズムの知見とナノテクノロジーとの知見を融合した高性能セルを
実現する基礎的材料開発、白金触媒の低白金化／脱白金化、ア
ノード触媒の高濃度ＣＯ耐性、電解質膜、電極内部及びこれらの
界面における水素イオン、水等の物質の移動現象の可視化とそ
の状態分布の解析・評価の技術開発を行う。
＜燃料電池先端科学基礎研究事業＞
電極触媒については、試作したモデル触媒／担体を用いて、白
金触媒の反応メカニズムを解析し、白金触媒の劣化又は劣化を
抑制する因子を特定する。電解質膜については、電解質膜中の
水素イオン／水の伝導メカニズムの解明、各種ガスの挙動の解
明を行い、電解質膜の性能向上、劣化抑制、耐久性向上に資す
る因子の特定する。セル構成要素と三層界面における物質移動
現象の相関については、触媒層／ガス拡散層による水、水蒸気
の挙動解明を行い、触媒層の高性能化を確立する構造／構成／
材料特性の確立する。

○２０１０年までに、水素供給システムについて、水素価格８０円
／Nm３、水素車載量５ｋｇを達成する技術を確立する。【経済産業
省】

19 ■■■

水素供給システムを構成する水素ステーション機器、車載等水素
貯蔵／輸送容器の低コスト化、小型化に繋がる技術開発を行うと
ともに、水素供給システム全体としての耐久性の検証を実施す
る。水素製造／輸送／充填／貯蔵に係る個々の機器についての
高性能化、軽量化、低コスト化及び耐久性向上の技術開発を行
い、検証をする。

○２００７年度までに廃棄物等地域資源を活用した水素エネル
ギー地域のモデルを提示する。【環境省】

7 ■■■■ エネルギー収率やコスト面で実用につながるような水素製造・供
給・利用を含めたシステムの開発等に向けた技術開発を支援。

○２０１０年度までに高効率な集合住宅用燃料電池システムを実
現する。【国土交通省】

1億円の
内数■■■

水素配管方法、計量等に関する技術基準の整備、普及促進策の
整備

太陽光発電を世界に
普及するための革新
的高効率化・低コスト
化技術

系統電力と競争力を有し国
際展開可能な飛躍的高効
率化・低コスト化を目指し、
革新的な太陽光発電技術
の研究開発

○２０１０年度までに、太陽光発電の高効率化、低コスト化のため
の技術開発、実証を行い、太陽光発電の経済性を向上させる。
（発電コスト２０１０年度約２３円／ｋＷｈ）【経済産業省】

142.5億
円の内
数
■■■

高効率・低コストを実現するためには、材料の使用量が少ない薄
膜太陽電池において、高い安定化効率を実現する必要がある。タ
ンデムセルなど、複数のセルをスタックする必要があり、それぞれ
の要素技術開発は順調に進んでいる。

○２００９年度までに、超電導線材作製技術では、イットリウム系
超電導線材の基盤技術（長さ≧500m、臨界電流≧300A/cm幅
（77K，0T）、≧30A/cm幅（77K，3T））を確立する。【経済産業省】

30 ■■■
今後、イットリウム系超電導線材を用いたＳＭＥSの開発に向け、
コイルにおける限界電流の大容量化と機械的強度の両立及びコ
スト低減が必要。

○２０１０年までに、定置用燃料電池について、１ｋＷ級システム
製造価格１２０万円、発電効率３２％（ＨＨＶ）、耐久性８年を達成
する技術を確立する。【経済産業省】

308 ■■■
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○２０１０年までに、低コスト化（系統安定化用、負荷変動補償用
のライフサイクルコストをそれぞれ5万円/kW、14万円/kW）、高信
頼性化（冷凍機平均故障間隔2万時間以上）等を達成したSMES
システムを確立すると共に、さらなる高性能化のため、イットリウ
ム系線材等による大容量化、高性能コイル等の基盤技術を開発
する。【経済産業省】

30 ■■■
今後、イットリウム系超電導線材を用いたＳＭＥSの開発に向け、
コイルにおける限界電流の大容量化と機械的強度の両立及びコ
スト低減が必要。

○２０１０年度までに、単層カーボンナノチューブの高度配向技術
及び大量生産技術を確立するとともに、キャパシタ製造技術を確
立することで、20Wh/kgの高エネルギー密度と耐久性を有する電
気二重層キャパシタを開発する。【経済産業省】

11 ■■■ カーボンナノチューブキャパシタ開発プロジェクトを継続し、成果を
確認する。

○２０１０年度までに、ニッケル水素系、リチウム系二次電池、
キャパシタ等について、大容量化・低コスト化を進め、このような
蓄電池等を活用することで、系統安定化による風力・太陽光等再
生可能エネルギーの導入促進や、クリーンエネルギー自動車の
性能向上を図る。【経済産業省】

97 ■■■
・各テーマの研究開発成果をそれぞれで設定した大きさの電池を
作成して、性能および機能検証を実施する。
・構造制御によるエネルギー密度低下やサイクル特性低下

○２００６年度までに燃料電池用石炭ガス製造技術については、
１５０ｔ／ｄパイロットプラントで石炭ガス化技術を確立する。【経済
産業省】

77億円
の内数 ■■■■■ －

○２００９年度までに、石炭ガス化複合発電（IGCC）については、
実証機において送電端効率４０．５％（商用機４６～４８％相当、
数値は全て（ＨＨＶ）高位発熱量ベース）を達成する技術を確立す
る。【経済産業省】

47 ■■■ 実用化に向け更なる信頼性等を確認する。

安全性・経済性に優
れ世界に普及する次
世代軽水炉の実用化
技術

世界最高水準の安全性、経
済性等を備えた次世代軽水
炉技術の研究開発

○２００７年度までに、高い経済性・安全性等を備え、世界市場に
も通用する次世代炉技術を選定し、開発のための中長期的研究
開発戦略を策定する。【経済産業省】

1 ■■■■■ －

○２０１０年までに、幌延、瑞浪の２つの深地層研究施設において
中間深度までの調査研究を行い、地層処分技術・安全評価に関
する研究成果とあわせて、処分事業や安全規制を支える知識基
盤として体系化する。【文部科学省、経済産業省】

267 ■■■

幌延，瑞浪の深地層研究施設計画について効率的な資源投入を
図り、中間深度までの調査研究を実施すること。主要なユーザー
と想定される実施主体や安全規制のニーズを的確に把握し知識
管理システムのプロトタイプを構築すること。

○２０１０年度までに、地上からの地質調査技術について概要調
査等に向けた実用化技術を提示するとともに、人工バリアの製
作・施工等の品質や性能を含む工学技術について要素技術の基
本的な体系と技術的な成立性を提示する。【経済産業省】

102 ■■■ ２０１０年度頃までに、地層処分事業に向けた実用化技術の提示
等のため、要素技術の開発と体系化を図る。

○２００８年までに、高速増殖原型炉「もんじゅ」の運転を再開す
る。【文部科学省、経済産業省】

592 ■
新たに発生した屋外排気ダクトの補修工事を完了するとともに、
中断しているプラント確認試験（残り8項目）を早期に完了するこ
と。

電源や利用形態の制
約を克服する高性能
電力貯蔵技術

従来の電力供給システムを
刷新し電気の利用形態を抜
本的に変えることが可能
な、飛躍的に性能が向上し
た蓄電技術を、最新の超電
導技術やナノテクノロジーな
どを駆使して開発

高レベル放射性廃棄
物等の処分実現に不
可欠な地層処分技術

地層処分技術の信頼の向
上や安全評価手法の高度
化等に向けた基盤的な研
究開発

クリーン・高効率で世
界をリードする石炭ガ
ス化技術

石炭から効率的かつ経済
的に合成ガスを製造する石
炭ガス化技術についての研
究開発

3
9
9



○２０１０年までに、高速増殖炉サイクル実用施設（炉･サイクル）
に採用する革新技術をまとめ、プラント全体の概念設計を構築す
る。また、経済性の高いＭＯＸ燃料製造技術の小規模実証を行う
とともに、燃料の高燃焼度化（１５万MWd/ｔ）の実証及び燃料サイ
クル技術の工学的な実証を行う。【文部科学省、経済産業省】

569 ■■■

【文部科学省】
＜高速増殖炉サイクル実用化＞
引き続き産学官の連携を図り、個々の責務を果たしていくことに
加え、2010年に革新技術の採用可否判断の評価を、2015年に革
新技術の成立性見通しを評価し実用施設及び実証施設の概念
設計を提示すべく、適切に計画に従い研究開発を継続すること。
＜高速実験炉「常陽」＞
一部試験の代替手段の必要性も含め対応を検討中であり、これ
を踏まえた対応を早期に行うこと。
＜ＭＯＸ燃料製造技術開発＞
MOX燃料製造技術開発を着実に継続すること。また、民間MOX
加工事業者への技術協力を進めること。
【経済産業省】
＜発電用新型炉技術開発委託費＞
実証炉の出力規模等の暫定や革新技術の採否判断等を行う２０
１０年度頃までに、実証炉の概念設計へ反映することが可能とな
る技術的根拠を得るため、本事業の着実な実施を通じて所要の
試験データを取得する。

○２０１０年度まで、２０１６年度中のＩＴＥＲ完成・運転開始を目指
して国際的に合意されたスケジュールに基づき、我が国が分担す
る装置・機器を着実に開発及び製造製作する。【文部科学省】

88 ■■■
ITER機器の製作の着実な推進のため、ITER機構と国内機関（日
本原子力研究開発機構）、産業界や学術界との連携を深める。
また、ITER機構に積極的に人材を派遣する。

○２０１０年度まで、ＩＴＥＲと並行して２００６年度から補完的に実
施するプロジェクト（幅広いアプローチ）について、日欧間の合意
に基づき施設整備を進め、順次研究開発を実施することにより、Ｉ
ＴＥＲの効率的・効果的開発に寄与するとともに、原型炉設計を進
展させる。【文部科学省】

83 ■■■
幅広いアプローチ活動の着実な推進のため、欧州実施機関
（F4E)と日本側実施機関（日本原子力研究開発機構）、産業界や
学術界との連携を深める。

長期的なエネルギー
の安定供給を確保す
る高速増殖炉（ＦＢＲ）
サイクル技術

長期的なエネルギー安定供
給や放射性廃棄物の潜在
的有害度の低減に貢献でき
る可能性を有する高速増殖
炉（ＦＢＲ）サイクル技術の
実用化に向けた研究開発

国際協力で拓く核融
合エネルギー：ＩＴＥＲ
計画

核融合エネルギーの科学
的・技術的な実現可能性を
実証し、原型炉の建設に必
要な技術基盤を構築するた
め、ＩＴＥＲ（国際熱核融合実
験炉）の建設・運転やこれ
に連携した幅広いアプロー
チ等を通じ、超高温環境の
克服等に必要な炉心プラズ
マ生成・制御技術及び炉工
学技術の研究開発

4
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①
②
③
④

目標

エネルギー分野 戦略重点科学技術戦略重点科学技術 戦略１戦略１ 世界一の省エネ国家としての更なる挑戦世界一の省エネ国家としての更なる挑戦
① エネルギーの面的利用で飛躍的な省エネの街を実現する都市システム技術 【予算額 ０億円（０億円）】
② 実効性のある省エネ生活を実現する先進的住宅・建築物関連技術 【予算額 ０．７億円（０．６億円）】
③ 便利で豊かな省エネ社会を実現する先端高性能汎用デバイス技術 【予算額 ０億円（２．５億円）】
④ 究極の省エネ工場を実現する革新的素材製造プロセス技術 【予算額 ２９．０億円（２１．４億円）】

E-1

ナノテク

情報通信

ものづくり

普及・展開

都市システム技術

個別技術

基礎 応用

半導体アプリケーションチップ

プロジェクト（経）

1 0億円 (14億円)

高性能デバイス技術

住宅・建築物関連省
エネ促進技術

省エネ型素材製造
プロセス技術

高効率酸化触媒を用いた環境調和
型化学プロセス技術開発（経）

0億円 (2.3億円)

ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造技術
開発－うち、窒素物系化合物半導体基板・エピタ

キシャル成長技術の開発（経）
3.7億円(5.0億円)

次世代低消費電力半導体基盤技術
開発（ＭＩＲＡＩ） （経）

0億円 (34億円) 情報通信

情報通信

③

次世代プロセスフレンドリー設
計技術開発（経）

6.9億円 (8.9億円) 情報通信③

③ ③

④

ナノテク

（注）予算額 については、
補助金を含むため予
定額で記載

担当省：（経）：経済産業省、 （国）：国土交通省（国）：国土交通省
戦略重点科学技術該当施策

環境調和型製鉄プロセス技術開発（経）
11.2億円(1 5.6億円)

ものづくり④

超フレキシブルディスプレイ部材技術開発（経）
5.4億円 (6.2億円)

④

革新的ガラス溶融プロセス
技術開発（経）

4.0億円（ 3.5億円）
④

当該分野で主登録さ

れている戦略重点科
学技術
※総額に計上せず

①,②,③,④：予算額の対象
③,④：予算額の非対象

サステナブルハイパーコンポジット
技術の開発（経）

6.4億円 (3.2億円) ナノテク④

パワーエレクトロニクスインバー
タ基盤技術開発（経）

0億円 (2.5億円)③

業務用建築の省エネルギー性能に係る総
合的評価手法の研究（国）（国） 0.3億円 (0億円 )

②
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資源対応力強化のための革新的
製銑プロセス技術開発（経）

3 .8億円 （新規）

グリーン・サスティナブルケミカル
プロセス基盤技術開発（経）

1 5億円の内数（新規）

④

④

住宅・建築物の環境性能評価手法の開発
及び既存住宅ストックの断熱性能評価技術
の開発（国）（国） 0.4億円 (0.6億円)

②

電力貯蔵技術
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⑨
⑩
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⑤

目標

戦略重点科学技術戦略重点科学技術 戦略２戦略２ 運輸部門を中心とした石油依存からの脱却運輸部門を中心とした石油依存からの脱却 ①①
⑤ 石油を必要としない新世代自動車の革新的中核技術 【予算額 ５９億円（３３億円）】
⑥ 石油に代わる自動車用新液体燃料（GTL)の最先端製造技術 【予算額 ３８億円（６０億円）】
⑦ 先端燃料電池システムと安全な革新的水素貯蔵・輸送技術 【予算額 152億円（222億円）】
⑧ 太陽光発電を世界に普及するための革新的高効率化・低コスト化技術 【予算額 ３８億円（５０億円）】
⑨ 電源や利用形態の制約を克服する高性能電力貯蔵技術 【予算額 ３２億円（３９億円）】
⑩ クリーン・高効率で世界をリードする石炭ガス化技術 【予算額 ２７億円（４８億円）】

E-2

エネルギー分野

普及・展開基礎 応用

戦略重点科学技術
に含まれない関連施策

次世代蓄電ｼｽﾃﾑ実用化戦略的技術開発
（次世代自動車蓄電池技術開発） （経）

26.1億円 (29 .0億円)⑤

燃料電池先端科学

研究事業（経）
8 .5億円( 9.0億円)⑦

燃料電池システム等実
証研究（経）
9.9億円 (13 .0億円)⑦

次世代自動車
技術

クリーン石炭
利用技術

化石系新液体
燃料製造技術

太陽エネルギー
発電利用技術

新エネルギー技術フィールドテスト事業（経）
8.5億円の内数 ( 66.9億円)

大規模電力供給用太陽光発電系統安定化等実証
事業（経） 2 0.0億円(3 5.8億円 )

エ
ネ
ル
ギ
ー
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給
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頼
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向
上

省
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ー
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個別技術

担当省： （経）：経済産業省
戦略重点科学技術該当施策

38
億
円
の
内
数

（5 0
億
円
の
内
数
）

⑧

新
エ
ネ
ル
ギ
ー
技
術
研
究
開
発
（
経
）

ベ
ン
チ
ャ
ー
技
術
革
新
関
係

新エネルギー技術研究開発（経）
風力発電技術関係

新エネルギー技術研究開発（経）
太陽光発電技術関係

38億円の内数（ 50億円の内数 ）

⑧

38億円の内数
（ 50億円の内数）

次世代蓄電ｼｽﾃﾑ実用化戦略的技術開発
（系統連系円滑化蓄電池技術開発） （経）

1 7億円 (24億円)⑨

ＧＴＬ製造技術の実証研究（経）
38億円 (60億円)⑥

石炭部分水素化熱分解技術（経）

0億円 (4.3億円)

多目的石炭ガス製造技術
開発（経）

34.5億円の内数
(32 .5億円の内数)

⑩

⑩

噴流床石炭ガス
化複合発電（経）
⑩

イットリウム系超電導電力機器技術開発（経）
30億円の内数 (30億円の内数) ⑨

ｶｰﾎ ﾝ゙ﾅﾉﾁｭｰﾌﾞ
ｷｬﾊﾟｼﾀ開発（経）
3.3億円 (4 .0億円 )

⑤ ⑨

⑤ ⑤

1 2.0億円
( 20.7億円)

平成２１年度版

革新型蓄電池先端
科学基礎研究事業（経）

30億円(新規) 

⑤ ⑨

水素貯蔵材料先端基盤研究
事業（経）

10億円（1 1億円 ）⑦ ⑤

別紙２．５．３ エネルギー分野における戦略重点科学技術の俯瞰図 

         ※予算額は平成２１年度予算（括弧内は平成２０年度予算）を表す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

401



 

 

・燃
料
電
池
を
世
界
に
先
駆
け
家
庭
や
街
に
普
及
す
る

⑦

目標

戦略重点科学技術戦略重点科学技術 戦略２戦略２ 運輸部門を中心とした石油依存からの脱却運輸部門を中心とした石油依存からの脱却 ②②

⑦ 先端燃料電池システムと安全な革新的水素貯蔵・輸送技術 【予算額 152億円（222億円）】

E-3

エネルギー分野

普及・展開基礎 応用

戦略重点科学技術
に含まれない関連施策

燃料電池・水素

関連技術

燃料電池システム等
実証研究（経）

9.9億円
（13.0億円）

固体酸化物形燃料電池
実証研究（経）
7.2億円（8.0億円）

水素貯蔵材料先端
基盤研究事業（経）

10億円（ 11億円）

水素先端科学基礎
研究事業（経）

11.3億円（ 23.5億円）

水素製造・輸送・貯蔵等システム技術開発（経）
（水素安全利用等基盤技術開発の後継事業）

13.6億円（18.8億円）

固体酸化物形燃料電池システム要素技術開発（経）
（固体酸化物形燃料電池システム技術開発

の後継事業）
12.0億円（16.1億円）

燃料電池先端科学
研究事業（経）
8.5億円（ 9.0億円） 水素社会構築共通

基盤整備事業（経）
9億円（14億円）

定置用燃料電池大
規模実証事業（経）

0億円（27億円）

新利用形態燃料電池技術開発（経）
0億円（2.5億円）⑦

固体高分子形燃料電池実用化戦略的
技術開発（経）

66.7億円（ 74.2億円）⑦

⑦

⑦

⑦

⑦

⑦

⑦ ⑦

⑦

⑦

個別技術

担当省： （経）：経済産業省戦略重点科学技術該当施策

高耐久ﾒﾝﾌﾞﾚﾝ型LPｶﾞｽ改質装
置開発（経） 0億円(0 .8億円)

将来型燃料高度利用技術開発
（経） 5.1億円 (6.0億円)

ｾﾗﾐｯｸﾘｱｸﾀｰ開発
（経）

3.5億円（4.5億円）⑦
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目標

戦略重点科学技術戦略重点科学技術 戦略３戦略３ 基幹エネルギーとしての原子力の推進基幹エネルギーとしての原子力の推進
⑪ 安全性・経済性に優れ世界に普及する次世代軽水炉の実用化技術 【予算額 １９億円（１３億円）】
⑫ 高レベル放射性廃棄物等の処分実現に不可欠な地層処分技術 【予算額 １２４億円（１２４億円）】
⑬ 長期的なエネルギーの安定供給を確保する高速増殖炉（FBR）サイクル技術【予算額 ４００億円（３３４億円）】
⑭ 国際協力で拓く核融合エネルギー：ITER計画 【予算額 １１１億円（１０３億円）】

E-4

エネルギー分野

実用化

次世代軽水炉の
技術開発

基礎 応用

次世代軽水炉等技術開発（経）

19.4億円 (12.5億円)

発電用新型炉技術開発（経）

53.5億円(43.7億円 )

高速実験炉「常陽」
（文）

20.1億円(26.8億円 )

高レベル放射性
廃棄物等の地層処

分技術

高速増殖炉(FBR)  
サイクル技術

高速増殖原型炉
「もんじゅ」（文）
140億円 (103億円)

高速増殖炉ｻｲｸﾙ実用化研究開発（文）

143億円 (118億円 )

高レベル放射性廃棄物処分研究開発（文） ／（経）
87.3億円 (87.2億円)

地層処分技術調査（経）
36.5億円 (36.9億円)

戦略重点科学技術
に含まれない関連施策

高速炉再処理回収ウラン等
除染技術開発（経） 5.4億円(6億円)JT-60、レーザー

核融合等の核融

合、プラズマ研究
等

核融合エネルギー
技術

ITER （文）
51億円 (47億円)

幅広いｱﾌﾟﾛｰﾁ（文）
60億円 (56億円)

MOX燃料製造技術開発（文）
43.4億円 (41.9億円)

原子力システム研究開発（文）
※FBR主概念含む 57億円(63億円)

⑪

⑫

⑫

⑬

⑬

⑬

⑬

⑬

⑭

⑭

★国家基幹技術

（注）予算額については、独立行政法人
運営費交付金中の推計額を含む

個別技術

担当省：（文）：文部科学省、 （経）：経済産業省
戦略重点科学技術該当施策

革新的実用原子力技術開発

（経） 12.8億円（ 8億円）

全炉心混合酸化物燃料
原子炉施設技術開発（経）

30億円（30億円）

平成２１年度版
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別紙２．５．４ エネルギー分野における戦略重点科学技術の予算の状況 

 
政策課題対応型研究開発に占める戦略重点科学技術の割合  

 
※ 各年度の政府予算案決定時に各府省から提出されたデータに基づき内閣府が集計した。 

競争的資金、独立行政法人運営費交付金等については、過去の配分実績または配分見込みを基に按分した推計値を使用している。 

 
戦略重点科学技術内訳 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※ 平成 21年 4月内閣府調査による。各府省から提出された戦略重点科学技術の施策毎のデータに基づき集計した。重複計上が無いよ

う施策の内容に応じて、按分等の処理を行っている。 

 
戦略重点科学技術府省別予算 

 
※ 平成 21年 4月内閣府調査による。各府省から提出された戦略重点科学技術の施策毎のデータに基づき集計した。重複計上が無いよ

う施策の内容に応じて、按分等の処理を行っている。 

平成18年度
計5603億円

87%

13%

平成19年度
計5050億円

82%

18%
平成20年度
計4598億円

78%

22%
平成21年度
計4462億円

77%

23%

 
戦略重点科学技術 
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地層処分（放射性廃棄物等）

軽水炉

電力貯蔵技術

太陽光発電

燃料電池/水素利用

石炭ガス化

自動車用新液体燃料(GTL)

新世代自動車
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環境省

国交省

経産省

文科省

総務省

エ
ネ
ル
ギ
ー
の
面
的
利
用
で
飛
躍
的
な
省

エ
ネ
の
街
を
実
現
す
る
都
市
シ
ス
テ
ム
技
術

実
効
性
の
あ
る
省
エ
ネ
生
活
を
実
現
す
る

先
進
的
住
宅
・
建
築
物
関
連
技
術

便
利
で
豊
か
な
省
エ
ネ
社
会
を
実
現
す
る

先
端
高
性
能
汎
用
デ
バ
イ
ス
技
術

究
極
の
省
エ
ネ
工
場
を
実
現
す
る
革
新
的

素
材
製
造
プ
ロ
セ
ス
技
術

石
油
を
必
要
と
し
な
い
新
世
代
自
動
車
の

革
新
的
中
核
技
術

石
油
に
代
わ
る
自
動
車
用
新
液
体
燃
料

（
Ｇ
Ｔ
Ｌ
）
の
最
先
端
製
造
技
術

先
端
燃
料
電
池
シ
ス
テ
ム
と

安
全
な
革
新
的
水
素
貯
蔵
・

輸
送
技
術

太
陽
光
発
電
を
世
界
に
普
及
す
る
た
め
の

革
新
的
高
効
率
化
・
低
コ
ス
ト
化
技
術

電
源
や
利
用
形
態
の
制
約
を
克
服
す
る
高

性
能
電
力
貯
蔵
技
術

ク
リ
ー
ン
・
高
効
率
で
世
界
を
リ
ー
ド
す
る
石

炭
ガ
ス
化
技
術

安
全
性
・
経
済
性
に
優
れ
世
界
に
普
及
す

る
次
世
代
軽
水
炉
の
実
用
化
技
術

高
レ
ベ
ル
放
射
性
廃
棄
物
等
の
処
分
実
現

に
不
可
欠
な
地
層
処
分
技
術

国
際
協
力
で
拓
く
核
融
合
エ
ネ
ル
ギ
ー
：
ＩＴ

Ｅ
Ｒ
計
画

長
期
的
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
安
定
供
給
を
確
保

す
る
高
速
増
殖
炉
（
Ｆ
Ｂ
Ｒ
）
サ
イ
ク
ル
技
術
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